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第61回人類働態学会全国大会のご案内 
 
 
【大会期日】 

2026年10月31日（土）〜11月1日（日） 
 
【大会事務局】 

大会長 田中秀幸（東京農工大学） 
実行委員 下田政博，福本寛之，若月 翼（東京農工大学） 
学生スタッフ 菊地倫太朗，関口善公，永山 諒，若松祐弥，聶 雨曦，首藤 海， 
 藤田明花，安仁屋七夕汰，飯田悠太郎，大野天馬，梶田悠斗，湯浅知輝 

 
【大会会場】 

東京農工大学小金井キャンパス（東京都小金井市中町2-24-16） 
ＪＲ中央線「東小金井駅」より徒歩約10分 （３ページに地図） 

 

 
【大会参加費】 

・大会参加 学会員  一般：4,000 円 学生：1,000 円 
  非学会員 一般：5,000円 学生：2,000円 
※参加費の事前振込は締め切りました。大会当日，受付にて現金でお支払い下さい。 

 

【情報交換会】 

2026 年 10 月 31 日（土）17 時～19 時 小金井キャンパス内 140 周年記念会館「エリプス」 
※事前申込の方だけでなく，当日参加も可能です。（当日参加費：一律 5,500 円） 

 
【当日参加について】 

大会，情報交換会とも当日参加ができます。会場の受付にてお申し込みの上，現金で参加費をお支

払いください。（発表申込は締め切りました） 
 

【大会日程表】 

期日 時間 プログラム 会場（小金井キャンパス） 

10/31（土） 09:30 

10:20 

10:30 

受付 

開会 

研究発表（セッション１） 

講義棟 L0024 教室 

講義棟 L0026 教室 

12:00 休憩（12:00-13:00 理事会） （L0024 教室） 

13:30 

15:15 

研究発表（セッション２） 

特別講演 

講義棟 L0026 教室 

17:00 情報交換会（〜19:00） 140 周年記念会館 

11/1（日） 08:30 

09:00 

09:30 

12:30 

（小金井キャンパス開門） 

受付 

研究発表（セッション３・４） 

表彰式・閉会 

 

講義棟 L0024 教室 

講義棟 L0026 教室 
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【発表について】 

発表は口頭発表とし，1 演題 14 分です（発表 10 分、質疑 4 分、入れ替わり 1 分）。 
発表者はご自身の端末を使用してご発表ください。プロジェクターとの接続は HDMI または VGA
となります。その他の規格は発表者ご自身で変換アダプタをご用意ください。 
※英文抄録については，英文校正証明書を11月30日までに大会事務局へご提出ください。 

※円滑な進行にご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

【インターネット接続について】 

所属機関によるeduroamアカウントをお持ちの方は，本学施設内でeduroamへ接続することが可能で

す。eduroamアカウントの取得および利用方法については，ご所属機関にご確認ください（ドメイン

を入力する欄が現れたら，tuat.ac.jpと入力してください）。 
※所属機関によるeduroamアカウントを持っていない方にはビジターアカウントを発行します．受付

でお申し出ください。 
 
【昼食・休憩について】  

10/31（土），11/1（日）は学内の食堂は営業しておりません。東小金井駅方面及び正門付近に飲食

店またはコンビニがございます。 
休憩室としてL0024教室をご利用いただけます。1日目の昼休憩には，会場（L0026教室）をご利用

ください。 
 
【お問い合わせ先】 

大会事務局長 下田政博 shimoda[at]go.tuat.ac.jp 
 
至らない点が多々ございますが，何卒ご容赦下さい。 
多くの皆様のご参加を心よりお待ちしております。 
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【東小金井駅からのアクセス】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【小金井キャンパス】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東門 

正門 

情報交換会会場 

(140 周年記念会館) 

全国大会会場 

(講義棟 L0026•L0024) 

LAWSON 

※11/1 のみ 

8:30 開門 14:30 閉門です 

小金井キャンパス 

東門 
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【大会日程】 

 

１日目 10 月 31 日（土）東京農工大学・小金井キャンパス 講義棟 L0026 教室 

 
09:30〜 受付 （L0024 教室にて） 
10:20〜 開会挨拶（第 61 回人類働態学会全国大会・大会長 田中 秀幸） 
 
研究発表（セッション１ 1 日目午前） 座長：庄司直人（朝日大学） 

10:30 1-11 今泉 博恵 
（社会医療法人財団大和会東大

和病院リハビリテーション科） 

急性期脳卒中患者の転倒時の行動と事前の動作能力評価 −
病棟生活における援助の課題− 

10:45 1-12 大場 黎 
（順天堂大学スポーツ健康科学

部） 

青年期における社会的スティグマと援助要請態度の関連：

自己スティグマの媒介効果およびメンタルヘルス不調の調

整効果 
11:00 1-13 吉田 雅人 

（順天堂大学大学院スポーツ健

康科学研究科） 

チームビルディングの対人関係における探索的検討 −ポラ

イトネス・ストラテジーに着目して− 

11:15 1-14 齊藤 凜緒 
（順天堂大学スポーツ健康科学

研究科） 

感謝が動的協力に及ぼす影響：被験者内比較 
 

11:30 1-15 川上 剛 
（大原記念労働科学研究所） 

ネパールの廃棄物収集リサイクル職場における参加型トレ

ーニング 

11:45 1-16 杉本 龍哉 
（順天堂大学大学院スポーツ健

康科学研究科） 

健康経営が従業員のワーク・エンゲージメントに及ぼす影

響 −心理的安全性とリーダーシップの視点からの文献的考

察− 
 

12:00〜13:30 昼食・休憩 

（12:00〜13:00 人類働態学会理事会 L0024 教室）  
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１日目 10 月 31 日（土）東京農工大学・小金井キャンパス 講義棟 L0026 教室 

 
研究発表（セッション２ 1 日目午後） 座長：髙橋雄三（広島市立大学） 

13:30 1-21 松岡 唯人 
（順天堂大学大学院スポーツ健

康科学研究科） 

大学アスリート向けスポーツ・インテグリティ尺度選手領

域の試作と有用性の検討 

13:45 1-22 西久保 真弓 
（社会医療法人財団大和会東大

和病院） 

時計描画における「11 時 10 分」は何を映すのか  −Clock 
Drawing Test の下位項目得点と認知機能検査得点との関連− 

14:00 1-23 井筒 紫乃 
（日本女子体育大学） 

脳損傷者が呈する易疲労性の可視化への挑戦 −円描画を用

いた単一事例研究− 

14:15 1-24 若松 祐弥 
（東京農工大学農学府健康アメ

ニティ科学研究室） 

視覚情報の意味的一致性が香りによるストレス緩和効果に

及ぼす影響 

14:30 1-25 羽深 太郎 
（昭和女子大学環境デザイン学

部） 

地域運行型グリーンスローモビリティの安全向上に向けた

調査の試み −葛飾区東立石・東四つ木地区を対象として− 

14:45 1-26 小木 和孝 
（大原記念労働科学研究所） 

安心して行き来する街づくり 3 視点の応用経験 

15:00 15 分休憩 

 
特別講演 座長：田中秀幸（東京農工大学） 

15:15 ポンサトーン・ラクシンチャラーンサク（東京農工大学大学院工学研究院・教授） 
「データで設計する知能化モビリティの研究」 

16:30 移動（情報交換会会場へ） 

 
情報交換会  140周年記念会館「エリプス」３階 進行：下田政博（東京農工大学） 
17:00〜19:00 ご挨拶（大会事務局）〜ご歓談〜感謝状授与式（人類働態学会事務局） 

※当日参加も可能です（会費 5,500円） 
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２日目 11 月 1日（日）東京農工大学・小金井キャンパス 講義棟 L0026 教室 

 
09:00〜 受付 （L0024 教室） 
 
研究発表（セッション３ ２日目午前） 座長：水戸和幸（電気通信大学） 

09:30 2-31 小林 麗 
（東京農工大学大学院・共同先

進健康科学専攻） 

大腿切断者の歩行学習教師モデルの作成に向けた歩行動作

の解析 

09:45 2-32 菊地 倫太朗 
（東京農工大学大学院工学府機

械システム工学専攻） 

大腿切断者の膝折れを生じない歩行様式の獲得を支援する

フィードバックシステムの開発 

10:00 2-33 永山 諒 
（東京農工大学工学部機械シス

テム工学科） 

高齢者の歩行能力向上支援フィードバックシステムの評

価：蹴り出し力と足部クリアランスの関係 

10:15 2-34 宋 世敏 
（順天堂大学大学院スポーツ健

康科学研究科） 

高齢者の認知・身体機能改善を目的としたパーソナライズ

ド・エクサゲーミングシステムの開発と効果検証：予備的

検討 
10:30 
 

2-35 関口 善公 
（東京農工大学） 

ヒト海馬を標的とした時間干渉電気刺激による運動系列獲

得過程の修飾 

10:45 15 分休憩 

 
研究発表（セッション４ ２日目午前） 座長：川田裕次郎（順天堂大学） 

11:00 2-41 田畑 音藍 
（順天堂大学大学院スポーツ健

康科学研究科） 

音声ピッチと話者性別が記憶成績に与える影響 

11:15 2-42 水戸 和幸 
（電気通信大学大学院情報理工

学研究科） 

触知ピクトグラムの立体化法が触知案内図の理解度に及ぼ

す影響 

11:30 2-43 河原 雅典 
（富山大学芸術文化学部） 

搬送用背負梯子の社会実装から考える働態デザイン試論 

11:45 2-44 松村 秋芳 
（大妻女子大学人間生活文化研

究所） 

人類史からみた縄文時代の衣服 −植物をまとうことから布

へ− 

12:00 
 

2-45 髙橋 雄三 
（広島市立大学大学院情報科学

研究科） 

量子跳躍を手掛かりとした二者対話モデルの構築  −エネル

ギー準位の一致率による対話安定性および収束性評価− 

12:15 15 分休憩 

 
表彰式・閉会式 

12:30〜13:00 優秀発表賞発表・表彰式 
閉会挨拶（第 61 回人類働態学会全国大会・大会長 田中 秀幸） 
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特別講演 

10 月 31 日（土）15:15−16:30 

東京農工大学・小金井キャンパス 講義棟 L0026 

  

座長：田中秀幸（東京農工大学） 

 

データで設計する知能化モビリティの研究 

東京農工大学大学院工学研究院 教授 ポンサトーン・ラクシンチャラーンサク 

 
自動車の知能化・自動運転技術の進展に伴い、交通事故削減と高い安全性のモビリティの実現が重要な

課題となっている。本講演では、車両運動制御およびアクティブセイフティを基盤として、実世界の交通

環境におけるリスクを予測し、事故回避を支援する知能化車両技術に関する研究を紹介する。 
これまで、ドライブレコーダーを用いたヒヤリハットデータベースの構築と分析、リスクポテンシャル

に基づく危険予測、歩行者や自転車の飛び出しなどの交通状況を考慮した衝突回避制御、さらにドライバ

と運転支援システムの協調制御に取り組んできた。これらの研究では、車両周辺の交通状況を認識するだ

けでなく、将来の危険を予測し、適切なタイミングで制動や操舵を支援することを重視している。 
近年は、本拠点では、実走行データの活用と機械学習を組み合わせ、交差点や死角における歩行者・自

転車の飛び出しリスクの予測、危険度に応じた安全速度の決定、ドライバの特性や運転状態に適応する運

転支援技術へと研究を発展させている。また、ドライビングシミュレータを活用した仮想空間での評価

や、実環境と仮想環境を連携させるデジタルツインの考え方を通じて、提案技術の有効性と安全性の検証

にも取り組んでいる。 
本講演では、これらの研究事例を通じて、実世界の交通データから危険を学習し、予測・判断・車両制

御へとつなげる研究アプローチを示す。さらに、ドライバ一人ひとりの特性に適応し、人と AI が協調す

る安全運転支援システムの実現に向けた課題と今後の展望について議論する。 
 
＜演者紹介＞ 
タイ・バンコク出身。チュラロンコーン大学工学部首席卒業。文部科学省の国費留学生として来日し、

2005 年に東京農工大学大学院工学研究科博士（工学）学位取得。2004 年より東京農工大学特任助手、助

手、特任准教授（テニュアトラック）を経て、2019 年から同大学教授。 
研究テーマ「自動車の運動力学と制御」「予防安全と運転支援システム」「ドライバーモデルとヒューマ

ン・マシンインタフェース 
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急性期脳卒中患者の転倒時の行動と事前の動作能力評価 

―病棟生活における援助の課題― 

○今泉博恵 1），西久保眞弓 1） 

1）社会医療法人財団大和会 東大和病院 

 リハビリテーション科 

 

１．はじめに 

転倒・転落は急性期病院における重要な医療安全上

の課題である。当院ではリスク管理委員会による転倒

事例の検討や身体拘束廃止委員会の活動を行ってお

り、安全確保と生活動作の拡大を両立する援助が求め

られる。急性期脳卒中患者では、発症前に自立してい

た起き上がりやベッド・車椅子間の移乗などの生活動

作に、発症後は介助が必要となることがある。一方、病

棟では排泄や移動などの目的で患者が職員の付き添

いなく動作を開始し、転倒に至る場合がある。急性期

には意識障害 1）、せん妄 2）、自身の麻痺などの障害を

十分に認識できない病態失認 3）がみられる場合もある

が、これらが個々の転倒に関与したかは本研究では検

証していない。本研究では、急性期脳卒中患者の転

倒事例を整理し、特に起居・移乗関連の転倒について、

事前の動作能力評価と転倒時の行動を照合し、病棟

生活における援助の課題を検討した。 

２．方法 

2023 年 3 月から 2026 年 1 月までに当院へ入院し、病

棟生活中に転倒・転落した脳卒中患者 33 名、計 39 件

を対象とした。脳卒中以外の患者とリハビリテーション

訓練中の転倒は除外した。診療録および転倒・転落

報告書を用いた後方視的記述研究とし、年齢、性別、

診断名、入院時 Barthel Index（BI：日常生活動作の自

立度を 0～100 点で表す指標）、転倒場所、転倒時の

動作・場面、単独行動、ナースコール使用状況、発症

前および入院後の起居・移乗能力を調査した。 

単独行動は、転倒時に職員の介助・付き添いを受けて

いない状態と定義した。転倒時に職員がすでに介助し

ていた場合、援助要請のためのナースコール使用は

「非該当」とした。全 39 件のうち、転倒時の動作に対応

する転倒前の病棟 ADL 評価と照合可能な起居・移乗

関連 15 件（起居、移乗、トイレ移乗）を抽出し、介助の

必要性と転倒時の行動を重点的に検討した。起居転

倒には起居能力、移乗・トイレ移乗転倒には一般的な

移乗能力を対応させた。病棟とリハビリテーションの能

力評価は各転倒前の直近の記録を用い、尺度の違い

を踏まえて別々に集計した。欠損値は補完せず、再転

倒した 6 名は補足的に検討した。記述統計を用い、当

院倫理委員会の承認を得て実施した。 

３．結果 

対象 33 名は男性 20 名、女性 13 名、平均年齢

69.9±14.4 歳で、脳梗塞 21 名、脳出血 12 名であっ

た。入院時BIは中央値5点（範囲0～60点）であった。 

転倒場所はベッドサイド 21 件（53.8％）、トイレ 12 件

（30.8％）、その他 6 件（15.4％）であった。転倒時の動

作・場面は起居 10 件、排泄 10 件、移乗 2 件、トイレ移

乗 3 件、歩行 3 件、車椅子操作 1 件、物品へのリー

チ・拾い上げ4件、座位 3 件、その他 3 件であった。全

39 件中 27件（69.2％）は単独行動中に発生し、ナース

コールは未使用 32 件（82.1％）、使用 5 件、非該当 2

件であった。 

重点検討した起居・移乗関連 15件（実患者 13 名）は、

起居 10 件、移乗 2 件、トイレ移乗 3 件であった。転倒

場面に対応する発症前の能力は自立13件、一部介助

2 件であった。一方、転倒前の病棟 ADL 評価では 15

件すべてが身体介助を要する区分であり、リハビリテ

ーション評価では身体介助 14 件、見守り 1 件であっ

た。15件中 11 件（73.3％）は単独行動中の転倒で、ナ

ースコールは未使用 11 件、使用 3 件、非該当 1 件で

あった。単独行動 11 件のうち、ナースコール未使用は

10 件、使用ありは 1 件であった。 

入院中に 2 回転倒した患者は 6 名（33 名中 18.2％）

で、初回と 2回目の転倒場所が一致したのは 4名、動

作・場面が一致したのは 2 名であった。6 名中 5 名は

両回とも単独行動中で、ナースコールを使用していな

かった。 

 

４．考察 

起居・移乗関連 15件では、発症前に該当動作が自立

していた事例が 13 件あった一方、転倒前の病棟 ADL

評価では全 15 件で身体介助を要すると判定されてい

た。しかし、11 件は単独行動中に転倒していた。すな

わち、介助の必要性が事前に評価されていても、病棟

生活では職員の介助を伴わずに行動する場面があっ
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た。 

単独行動の背景として、回復期脳卒中患者へのインタ

ビュー研究では、以前の動作経験に基づく自信、焦り、

援助要請へのためらいが報告されている 4）。また、急

性期病院の転倒患者への研究では、看護師への遠慮

やナースコールを使いにくい状況が報告されている 5）。

対象や病期が異なるため直接の一般化はできないが、

本研究でも、本人が想定する動作能力と実際の介助

必要度の隔たりや、援助要請へのためらいなどが関係

した可能性がある。 

全 39 件中 32 件でナースコールが未使用であった。実

際に援助の必要性を認識していなかったのか、認識し

ていても呼ぶことをためらったのか、使用が困難だった

のかは不明である。 

対策としては、「一人で動かずに呼んでください」と伝

えるだけでなく、患者が説明を理解し、実際の行動に

結びつけられるかを確認し、援助を求めやすい方法を

検討する必要がある。 

そして、起居・移乗動作は排泄や移動など生活上の目

的で開始され得るため、患者が何をしようとしたか、行

動を思い立ってから動作を開始するまでのどの段階で

援助が必要かを捉え、病棟とリハビリテーションで共有

することが、安全確保とADL拡大の両立に向けた課題

である。 

再転倒した 6 名のうち 5 名は、両回とも単独行動かつ

ナースコール未使用であった。少数例ではあるが、前

回と同じ場所や動作への対策だけでなく、援助を受け

ずに行動する状況が繰り返される背景にも目を向ける

必要がある。 

本研究は転倒事例のみを対象とした後方視的記述研

究で、非転倒患者との比較は行っていない。患者自身

の能力認識、単独行動やナースコール未使用の理由、

行動目的、転倒時の意識・認知状態、実際の援助・情

報共有の過程は検証できず、上述の背景は仮説にと

どまる。トイレ移乗には一般的な移乗能力評価を用い、

動作分類は報告書の記載に依存した。同一患者の複

数回転倒を含むため、転倒危険因子や援助方法の予

防効果を示すものではない。 

５．結論 

急性期脳卒中患者の起居・移乗関連転倒では、事前

に身体介助が必要と評価されていた一方、単独行動

中の転倒が認められた。動作能力の評価に加え、患

者が行動を開始する生活場面や目的、援助を要する

段階を把握し、病棟での具体的な援助につなげる視

点が重要と考えられた。 
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3）Baier B, Karnath HO. Incidence and diagnosis of 
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青年期における社会的スティグマと援助要請態度の関連： 

自己スティグマの媒介効果およびメンタルヘルス不調の調整効果 

○大場 黎 1)、中村美幸 1)2)、川田裕次郎 1)3) 

1)順天堂大学スポーツ健康科学部、2)、国立精神・神経医療研究センター、 

3)順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科 

 

１．はじめに 

青年期の世界人口の 10 人に 1 人が診断可能な精

神疾患を抱えているとされている（Kieling et al.,2023）。

精神的な健康の問題に対して脆弱性が高い発達段階

であり、早期介入の必要性が指摘されているが、実際

の 援 助 に繋が る 行 動 は 十 分 に 行われ て い な い

(Gulliver et al.,2010)。 

援助要請の大きな阻害要因の一つとして、精神的

問題に対する偏見（スティグマ）の存在があげられる。

スティグマには社会的スティグマと自己スティグマがあ

る。社会的スティグマとは、一般の人々が精神疾患の

ある人へ向ける否定的な反応のことであり、自己スティ

グマとは、精神疾患を抱える人々が自分自身に対して

抱く否定的な反応のことである（Corrigan & Watson, 

2002）。また、援助要請態度とは心理的問題について

援助を求めることに対する評価的反応のことである。こ

れは行動に対する評価だけでなく、主観的規範や知

覚された行動統制も含めた概念である(Mackenzie et 

al., 2004）。 

これまでに、大学生において心理的援助を受けるこ

とに伴う社会的スティグマが強いほど、援助要請態度

が否定的であること （Komiya et al., 2000）、自己スティ

グマが強いほど援助要請態度が否定的であること

(Vogel et al.,2006) が明らかとなっている。さらに、社会

的スティグマが自己スティグマを媒介し、援助要請に

影響を与えることが報告されている(Vogel et al., 2006 ; 

Yu et al., 2023)。しかし、この媒介経路がメンタルヘル

ス不調の程度によって異なるかどうかは検討されてい

ない。 

そこで本研究は、青年を対象にメンタルヘルス不調

の程度によってスティグマが援助要請態度に及ぼす影

響に違いがあるか否かを検討することを目的とした。 

本研究は、援助要請態度を高める、または低下を抑

制するために必要な要因を明らかにすることに繋がり、

青年期におけるメンタルヘルス不調の予防や早期援

助の促進に向けた施策をこれまで以上に前進させるこ

とができる。 

２．方法 

２－１．調査対象者 

青年期 （18〜25 歳） の 1064名 （男性 432 名、女性

626 名、その他 6 名；平均年齢 21.3歳、SD = 2.22） を

対象とした。 

２－２．調査方法および調査内容 

1) 個人属性：性別、年齢、居住地、職業など 

2) 社会的スティグマ：Stigma Scale for Receiving 

Psychological Help（SSRPH:Komiya et al., 2000）  

を使用した。回答は 4件法で得点が高いほど社会

的スティグマが高いことを示す。 

3) 自己ス ティグマ ： Self-Stigma of Seeking Help 

Scale(SSOSH:Vogel et al., 2006) を使用した。回答

は 5件法で得点が高いほど自己スティグマが高い

ことを示す。 

4) メンタルヘルス：Depression Anxiety Stress Scales-

42(DASS-42：Lovibond & Lovibond, 1995；野村ら, 

2014） を使用した。回答は 4件法で得点が高いほ

どメンタルヘルス不調を有する。 

5) 援助要請態度：Inventory of Attitudes Toward 

Seeking Professional Psychological Help Services 

(IASMHS: Mackenzie et al., 2004; Kawata et al. 

2020) を使用した。回答は 5件法で得点が高いほ

ど援助要請態度が高いことを示す。 

２－３．分析方法 

まず、独立変数を社会的スティグマ、従属変数を援

助要請態度、媒介変数を自己スティグマ、調整変数を

メンタルヘルスとして調整媒介分析を行った。続いて、

援助要請態度の 3 下位尺度を従属変数とする分析を

行った。分析には、SPSS 28 （IBM 社） と PROCESS 

Macro for SPSS Version 4.2 （Hayes & Rockwood，2017） 

を用い、Model14 を指定して実行した。5,000 サンプル

と 95% 信頼区間（CI）でブーストラップ法を適用した。信

頼区間が 0 を含まない場合に間接効果を統計的に有

意と判断した。分析は DCSSの 3 つの下位尺度 （抑う

つ、不安、ストレス） ごとに行った。 
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３．結果 

社会的スティグマを独立変数、自己スティグマを媒

介変数、援助要請態度を従属変数とし、抑うつ、不安、

ストレスをそれぞれ調整変数とする調整媒介分析を行

った。いずれのモデルでも社会的スティグマは自己ス

ティグマと有意な正の関連を示し、自己スティグマは援

助要請態度と有意な負の関連を示した。社会的スティ

グマから援助要請態度への直接効果も有意な負の値

であった。条件付き間接効果はすべてで有意な負の

値を示した。（抑うつ：-0.135～-0.133、不安：-0.141～

-0.127、ストレス：-0.142～-0.126）。一方、交互作用、

調整媒介指標はいずれも有意ではなく、抑うつ、不安、

ストレスによる調整媒介は支持されなかった。 

次に、援助要請態度の 3 つの下位尺度を従属変数

とする分析を行った。下位尺度の心理的開放性では、

抑うつ（調整媒介指標 b = -0.003, 95% CI [-0.006, -

0.001]）と不安で調整媒介が有意で、心理的開放性が

高いほど間接効果が大きくなる調整媒介が示された。

援助希求傾向では、不安とストレスで交互作用項が有

意であったが、調整媒介指標は不安も有意ではなか

った。条件付き間接効果は全水準で有意な負の値を

示し、援助希求傾向が高いほど絶対値が小さかった

（不安 b = -0.198〜-0.125）。直接効果は有意な正の

値であった（b = 0.212〜0.217, p < .001）。スティグマへ

の無関心では、各評価点で負の間接効果が認められ

たものの（b = -0.159〜-0.195）、交互作用と調整媒介

指標は有意ではなく、調整媒介は支持されなかった。 

４．考察 

本研究は、青年を対象に、メンタルヘルス不調の程

度によってスティグマが援助要請態度に及ぼす影響に

違いがあるか否かを検討した。その結果、3 つの下位

尺度全てにおいて、メンタルヘルス不調の程度にかか

わらず、社会的スティグマは自己スティグマを介して援

助要請態度を低下させることが示された。 

援助要請態度の心理的開放性で、抑うつと不安が

高い者ほど、社会的スティグマが自己スティグマを介し

て心理的開放性の低さと関連することが示された。自

己スティグマと援助要請態度との関連は先行研究でも

支持されている（Yu et al., 2023）。心理的開放性は、

自分の心理的問題を認め、援助を求める可能性に対

する開放性である（Mackenzie et al., 2004）。スティ

グマと援助要請に関する研究において、望ましい自己

像と精神疾患に関するステレオタイプとの不一致や、

問題の開示に伴う懸念が、援助要請を妨げる過程とし

て示されている（Clement et al., 2015）。これらのこ

とから、心理的苦痛を抱える状況では、援助を求める

ことを自己価値の低下と結びつけて認識してしまい、

問題を認めて専門的な援助を受け入れることへの抵

抗へとつながる可能性がある。 

本研究で、抑うつ・不安が高いほど両者の負の関連

が強かったことは、苦痛が強かったとしても、それだけ

では問題や援助の可能性の受容につながらず、援助

要請に伴う自己評価を併せて考慮する必要があること

が示唆される。さらに、一連の結果から、社会的スティ

グマを低減するだけでなく、自己スティグマへの対処を

同時に行うことが必要であり、特に抑うつや不安が高

い場合、優先的な対応が求められると考えられる。 

本研究には、横断研究であること、援助要請行動を

測定していないこと、青年以外の他の世代への一般化

は制限されることが研究の限界としてあげられる。これ

らの点を踏まえることが今後の課題となる。 

５．結論 

青年期において、社会的スティグマは自己スティグ

マを介して援助要請態度の低さと関連し、心理的開放

性では抑うつや不安が高い者ほどその関連が強かっ

た。自己スティグマは青年の援助要請態度を理解する

うえで重要である可能性が示された。今後はこれらの

知見に基づいた支援を検討する必要がある。 

------------  << 連絡先 >>  ------------ 

大場 黎 

順天堂大学 スポーツ健康科学部 

270-1695 千葉県印西市平賀学園台 1-1 

E-mail: r.ooba.mc@juntendo.ac.jp 

表１．社会的スティグマと援助要請態度の関連における自己スティグマの媒介効果およびメンタルヘルス不調の調整効果 
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チームビルディングの対人関係における探索的検討 

-ポライトネス・ストラテジーに着目して- 

○吉田雅人 1)、江川潤 2)、水野基樹 1) 3) 

1）順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科、2)神田外語大学、3)順天堂大学スポーツ健康科学部 

 

１．はじめに 

近年、教育現場では単なる知識の習得にとどまらず、

他者と協働しながら課題を解決する力や、対人関係能

力の育成が重視されている。こうした背景のもと、体験

的な学びを通じて自己理解や他者理解を促す活動が

注目されている。特にアドベンチャー教育は、身体的・

心理的な挑戦を伴う体験を通して学びを促す教育活

動として位置づけられている¹⁾²⁾。一方、体験型チーム

ビルディングにおいて、活動中の言葉ややりとりが参

加者にどのように受け止められ、協力的な関係性にど

のように関わるのかについては、さらなる検討が必要で

ある。 

ポライトネス理論は、対人関係におけるフェイス（面

子）への配慮を説明する枠組みであり、ポジティブ・ポ

ライトネス・ストラテジー（PPS）とネガティブ・ポライトネ

ス・ストラテジー（NPS）を含む³⁾⁴⁾。そこで本研究では、

体験型チームビルディング授業において参加者の印

象に残った言葉ややりとりを対象に、計量テキスト分析

とポライトネス理論に基づく分類を併用し、言語行動に

含まれる対人配慮の特徴と、協力的な関係性との関連

を探索的に検討することを目的とした。 

２．方法 

２－１．対象と調査 

対象は体験型チームビルディングを取り入れた大学

授業の受講生 34 名であった。授業運営上、13 名、10

名、11 名の３グループに分かれ、各グループで概ね同

様のプログラムを実施した。活動期間中に自由記述式

アンケートを３回実施し、「印象に残った言葉ややりとり」

と「その言葉ややりとりが印象に残った理由」などを尋

ねた。回答数は１回目 30 件、２回目 30 件、３回目 28

件であった。また、活動終了後に学年の異なる男子学

生３名、女子学生３名の計６名に対し、印象に残った

やりとりやその受け止め方、グループ内の関係性につ

いて半構造化インタビューを実施した。 

２－２．分析方法 

自由記述について、KH Coder を用いて抽出語や語

の関連を探索的に検討した⁵⁾。活動と直接関係しない

記述等を除外した KH Coder の分析対象は１回目 30

件、２回目 28 件、３回目 28 件であった。加えて、回答

に記された言葉・やりとりと、その理由を照合し、PPS15

種類と NPS10 種類の下位方略に分類した。分類は研

究代表者と有識者 1 名、学識者 2 名の計 4 名で行っ

た。方略の日本語表記は邦訳書⁶⁾を参考にした。複数

の方略に該当する場合は各方略を計上し、該当する

方略がない回答は非該当とした。分類件数は回答者

数や発話の実測回数を意味しない。 

３．結果 

３－１．ストラテジーの分類 

３回の調査における分類件数は、PPS延べ 132 件、

NPS 延べ 38 件、計 170 件であった。各回とも PPS の

分類件数が NPSを上回った（表１）。１回目は PPS4（仲

間うちであることを示す指標を用いる：７件）と PPS15

（相手に共感・理解・協力などを示す：６件）、２回目は

PPS14（相互性を想定・主張する：13 件）、PPS12（話し

手と聞き手の両者を活動に含める：12件）、NPS4（相手

への負担を最小化する：12 件）が多かった。３回目は

PPS14（９件）、PPS1（相手の関心や欲求に気づき注意

を向ける：８件）、NPS4（11 件）が多かった。 

表１．調査時点別のポライトネス・ストラテジー分類件数

（延べ件数） 

調査時点 PPS NPS 計 

１回目 34 5 39 

２回目 52 20 72 

３回目 46 13 59 

合計 132 38 170 

３－２．自由記述と抽出語の特徴 

自由記述には、課題進行を調整する声掛け、他者

の意見を受け入れるやりとり、仲間の挑戦を励ます言

葉などがみられた。KH Coder による探索的検討では、

１回目に「支える」「伝える」「待つ」、２回目に「意見」

「アドバイス」「話し合う」、３回目に「仲間」「コミュニケー

ション」「共有」などの語が確認され、各回で言及される

内容に違いがあった。ただし、これらの語の出現のみ

から参加者の関係性の変化を断定することはできない。 

４．考察 

各回とも PPS の分類件数が多かったことから、参加
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者が印象に残ると捉えたやりとりには、相手との連帯や

協力を志向する言語行動が多く含まれていた可能性

がある。これは、体験型活動において、課題達成のた

めの情報伝達だけでなく、他者への関心、共同性、励

ましなどの対人的な意味を伴う言葉が記憶されていた

ことを示唆する。 

２回目と３回目では PPS14 や NPS4 が比較的多く、

共同作業への働き掛けと相手の負担への配慮が同時

に確認できた点も注目されるまた、各回で活動内容や

回答者構成が異なるため、分類件数の違いが時間経

過による変化を表すとも限らない。 

回答理由には、声掛けによる安心感や、自分の意

見が受け入れられた経験に言及するものがあった。言

葉そのものに加えて「なぜ印象に残ったのか」を検討

することにより、活動場面や受け手の解釈に応じた対

人配慮の意味を捉えられる。一方、本研究は回想的な

自由記述を分析したもので、活動中の全発話を記録・

分類したものではない。今後は活動終了後に実施した

半構造化インタビューや活動記録との照合を通して、

参加者が言語的やりとりをどのように意味づけたのかを

検討する必要がある。 

本研究の特徴は、自由記述に現れた言葉に限らず、

その言葉が印象に残った理由を分類の判断材料とし

た点にある。例えば、励ましの言葉が記された場合で

も、単に肯定的な表現として扱うのではなく、相手の挑

戦を後押ししたのか、安心感につながったのか、集団

としての一体感を感じたのかという受け止め方を併せ

て検討する必要がある。ポライトネス理論に基づく分類

は、表現の字面だけでは捉えにくい対人配慮の働きを

整理する手掛かりとなる。ただし、同じ発話に複数の方

略が重なる場合があるため、各方略を独立した行動と

して単純に数えることは避けなければならない。 

また、PPS の分類件数が多かったという結果は、活

動中に NPS が重要でなかったことを意味しない。相手

への負担を軽減する配慮は、課題への参加を促したり、

意見を求めたりする際に重要な役割をもちうる。特に

NPS4 が２回目と３回目に多く分類されたことは、活動

への働き掛けが相手の状況を尊重する形で表現され

ていた可能性を考える契機となる。 

さらに、KH Coder による語の探索と理論に基づく分

類は、異なる情報を提供する。抽出語は回答の中で言

及された活動場面や対象を把握するのに役立つ一方、

ポライトネス分類は言語表現の対人的な機能を整理す

る。両者を照合することで、どのような場面において、

どのような配慮が参加者の印象に残ったのかをより具

体的に検討できる。ただし、本研究のデータだけでは、

特定の方略が心理的安全性や信頼関係を高めたとい

う因果的な結論は導けない。 

５．結論 

体験型チームビルディングにおいて参加者の印象

に残った言語的やりとりには、PPS を中心とする対人配

慮の方略が多く認められた。言語行動の内容と印象に

残った理由を併せて分析することは、協力的な活動場

面でのコミュニケーションを理解するための一つの視

点となる。 
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感謝が動的協力に及ぼす影響：被験者内比較 

○齊藤凜緒 1)、中村美幸 2)3)、川田裕次郎 1)3) 

1)順天堂大学スポーツ健康科学研究科, 2)国立精神・神経医療研究センター, 3)順天堂大学スポーツ健康科学部 

１．はじめに 

人が社会的な生活を営む上で協力は、より良い関

係づくりや成長を促進するために必要不可欠な要素と

なる。特に、スポーツ場面や学校現場などの集団活動

では、他者との相互作用の中で自身の行動を調整す

ることが求められる。こうした協力をいかに育むことがで

きるかは、教育活動の重要な課題の一つとなっている。 

先行研究からは、他者に感謝する感情を抱くことが

協力を促すことが明らかにされている（Li et al., 2025）。

感謝とは、自分に対して好意や援助を示してくれた他

者に対し、ありがたさや温かい気持ちを感じる社会的

感情である（McCullough et al., 2001）。感謝は向社会

的行動や援助行動を促進し（Bartlett & DeSteno, 

2006; Grant & Gino, 2010）、向社会性との間に正の相

関を示すことがメタ分析によって明らかにされている

（Ma et al., 2017）。さらに、感謝は良好な対人関係の

形成や維持にも寄与するとされている（Algoe, 2012）。 

近年、質問紙法ではなく、実験操作を用いて協力の

変化そのものを捉える方法が提案されている（Bartlett 

& DeSteno, 2006; Grant & Gino, 2010）。こうした動きの

ある協力は「動的協力」とよばれる。動的協力とは、相

手の行動やその時々の状況に応じて、自身の協力行

動を調整しながら協力する過程と定義されている（Li et 

al., 2025）。この動的協力の研究からも感謝が協力を

促進することが報告されている（Li et al., 2025）。 

しかしながら、Li et al.（2025）の研究を含め、これま

での感謝と協力を扱う研究では、群間比較デザインが

採用されており、個人差が結果に混入する点について

課題が残されている。この点が解決できれば、個人差

を統制した上で、感謝が動的協力に及ぼす影響をより

厳密に検討できる。また、感謝によって動的協力を促

進できれば、スポーツや教育現場などの集団活動に

おいて、感謝を活用した人間関係構築や集団形成を

支援するための知見を提供できると考えられる。 

そこで本研究は、個人差の影響を統制した被験者

内デザインを用いて、感謝が動的協力（2 者が共に協

力する相互協力）に及ぼす影響を検討することを目的

とした。仮説として、①感謝条件では喜びおよび中立

条件と比較して相互協力の割合が高くなること、②相

手の非協力的行動に関する情報が提示された後でも、

感謝条件では相互協力が維持されること、を設定した。 

２．方法 

２－１．調査対象者 

正常視力又は矯正視力を有しており、かつ右利きの

女子学生計 16 名(年齢 19.8±1.20 歳)を対象とした。

先行研究（Li et al., 2025）に合わせて性差の混入を防

ぐために、女性のみとした。また、精神・神経疾患の既

往歴があること、精神科で処方された薬を服用してい

ること、妊娠中又は授乳中であることを除外基準とした。 

２－２．測定内容 

各手続きのフェーズごとに下記の内容を測定した。 

①実験開始前 

1.個人属性:性別、年齢、教育レベルなどについて

回答を求めた。 

2.ポジティブ感情とネガティブ感情:日本語版 

Positive and Negative Affect Schedule（PANAS） 

②リソース配分タスク各ラウンド前後 

1.感謝以外のポジティブ感情:「どれくらい幸せ/楽

しい/嬉しいと感じるか」(7 段階評価) 

2.感謝感情:「パートナーに対してどれくらい感謝の

気持ちがあるか」(7 段階評価) 

③囚人のジレンマゲーム 

各ブロック（15 回）中の協力回数を測定した。この課

題は協力か裏切りを選択するものである。自身とペ

アの相手の選択に応じて獲得金額が変化するゲー

ムであり協力行動そのものを測定することができる。 

④囚人のジレンマゲームの各ブロック後 

感情：「感謝の気持ちがある」「相手を信頼する」「正

義を確立する」「お金を得る」「義務を果たす」につ

いて 7 段階で回答を求めた。 

２－３．実験手続き 

実験では、ペアの相手が誰か分からないように配置

し、耳栓とヘッドフォンを装着させて音を遮断した。ま

た、実験者はコンピュータを通して実験協力者に指示

を出した。個人属性と感情の測定を行った後に休憩を

挟み、2 ラウンドのリソース配分タスクを用いて、感謝、

喜び、中立の感情を誘発した。条件の感情誘発の操

作チェックは、リソース配分タスク各ラウンド前後のポジ

ティブ感情と感謝感情の主観的評価で確認した。次に、

囚人のジレンマゲームの練習試行を 4 回実施した後、

本試行を 15 回×2 ブロック実施した。ブロック間には

30 秒の休憩をとった。各ブロック後には感情を測定し
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た。 

３．結果 

課題前の感情状態を確認するため、PANAS のポジ

ティブとネガティブ感情を条件間で比較した（一要因

分散分析）。その結果、条件間で有意差はなかった。 

操作チェックとして、リソース配分タスク各ラウンド前

後に測定した感謝以外のポジティブ感情と感謝感情を

時間と条件で比較した（二要因分散分析）。その結果、

感謝条件で感謝感情が高まった（p＜.001）。 

囚人のジレンマゲームの協力回数（1ブロック中に占

める割合）を条件間で比較した（一要因分散分析）。そ

の結果、ブロック①と②共に有意差はなかった。 

1 ブロック中のペアによる選択の組み合わせ(ペアの

2人がお互いに協力する[協力－協力]、ペアの一方の

みが協力する[協力－裏切り]、ペアの 2 人がお互いに

裏切る[裏切り－裏切り])の割合を条件ごとに比較した

（一要因分散分析）。その結果、ブロック①の「協力－

協力」では、感謝条件は喜び条件よりも高い傾向を示

し（p=.051）、中立条件よりも有意に高かった（p=.048）。

一方で、ブロック②では、これらの組み合わせに有意

差は見られなかった。 

 
図 1．1ブロック中にペアの選択の組み合わせの比較 

 

次に、感謝感情と「協力－協力」割合との関連を検

討した（相関分析）。その結果、ブロック①では正の相

関（r=.329, p=.023）、ブロック②では相関は確認されな

かった（r=.148, p=.314）。 

 

図 2．感謝と動的協力の関連 

４．考察 

本研究では、個人差の影響を統制した被験者内研

究デザインを用い、感謝が動的協力に及ぼす影響を

明らかにすることを目的とした。ブロック①では感謝条

件における「協力―協力」の割合が他の 2条件よりも高

く、感謝感情との間に正の相関が認められた。一方、

ブロック②では「協力―協力」の条件差および感謝感

情との関連は認められなかった。したがって、仮説 1 は

支持されたが、仮説 2 は支持されなかった。 

まず、ブロック①の感謝条件で相互協力が多かった

ことから、感謝は相互協力の成立に関与する可能性が

示された。今回、個人の協力回数そのものには条件間

で有意差が認められなかった一方で、「協力―協力」

の割合には条件差が認められたことは重要である。つ

まり、感謝は個人をより協力的にさせるというよりも、ペ

アを構成する 2 者が同一試行において共に協力を選

択する相互協力の成立と関連した可能性がある。 

相互協力（協力―協力）は、2 者がともに協力を選択

した状態であり、一方のみが協力する「協力―裏切り」

とは異なる。したがって、本研究の結果は、感謝の効

果を個人の協力頻度のみで捉えるのではなく、2 者間

でどのような協力パターンが成立したかという観点から

捉える必要性を示している。 

ブロック②では、感謝条件の「協力―協力」に有意

差は認められず、感謝感情との相関も確認されなかっ

た。したがって、相手の非協力的行動に関する情報が

提示された後においても感謝による相互協力が維持さ

れるという仮説 2 は支持されなかった。このブロック間

の違いには、ブロック①終了後に提示された相手の行

動に関するフィードバックが関与した可能性がある。 

本研究は少なくとも次の 3 つの課題がある。1 つは、

対象者が女子学生に限られていた点である。今後は

対象者の属性を広げて検討する必要がある。2 つ目は、

日常生活の協力行動を直接捉えたものではない点で

ある。今後は、より日常生活場面に近い課題を用いて、

感謝が動的協力に及ぼす影響を検討する必要がある。

3 つ目は、ブロック②で感謝の効果が消失した心理的

メカニズムを直接明らかにできない点である。今後は、

フィードバック前後に評価することで、感謝による相互

協力の変化を検討する必要がある。 

５．結論 

感謝は個人の協力行動を一様に増加させるのでは

なく、初期段階で 2 者がともに協力する相互協力の成

立に関与する可能性が示された。また、その影響は相

手の非協力的な行動に関する情報によって弱まる可

能性がある。これらの知見は、感謝が協力に及ぼす影

響を理解する際に、個人の協力頻度のみならず、2 者

間の相互協力にも着目する重要性を示している。 
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ネパールの廃棄物収集リサイクル職場における参加型トレーニング 

○川上 剛 

大原記念労働科学研究所 

１．はじめに 

 ネパールの首都カトマンズでは地方から職を求めて

流入する人口が増加し、効率的な廃棄物の収集リサイ

クルシステムの構築が課題となっている。その中で廃

棄物の分別リサイクルに携わる労使の間で、労働者の

安全衛生を向上し効率的で働きやすい職場を作ろうと

いう機運が高まっている。ILOはカトマンズの廃棄物事

業者協会（SWMAN）からの要請を受け、参加型トレー

ニングツールを作成し実施した。 

2．方法 

２－１．好事例収集とアクションチェックリストの作成 

 カトマンズ市内の廃棄物収集およびリサイクル分別

職場を訪問して安全衛生上の好事例を収集し改善ニ

ーズを同定した。ＩＬＯが廃棄物収集向けに作成した参

加型トレーニングマニュアル（WARM）を参照しながら

ネパール向けのアクションチェックリストを作成した。ま

た収集した地元好事例およびWARMの中の好事例イ

ラストを用いてトレーニング用のパワーポイントを作成し

た。 

２－２．トレーニング参加者 

 ワークショップには、使用者側から廃棄物事業者協

会（SWMAN）、労働側からはネパール労働組合総連

盟（GEFONT）、全ネパール労働組合連盟（ANTUF）

から女性 8名を含む 25名が参加した。  

２－３．トレーニングの進め方 

 実際のトレーニングにおいて、参加者はまず収集リサ

イクル職場を訪問し、アクションチェックリストを用いて

職場点検を行い、好事例および改善点の把握を行っ

た。アクションチェックリスト実習の後で参加者はトレー

ニング会場に戻り、トレーナーによる安全な廃棄物の

収集と取り扱い、物理的環境、福利厚生施設という３つ

の技術領域におけるプレゼンテーションおよび良好事

例写真コンテストを実施した。その後で朝見てきた作

業場の良好事例と改善提案作成のためのグループ討

論を行って終了した。 

２－４．フォローアップ訪問 

 トレーニングの後に参加者の職場へフォローアップ

訪問を行い、どのような改善が進んだか状況の把握を

行った。 

３．結果と考察 

アクションチェックリストは下図のように好事例写真

かイラスト付きで 29項目のものを作成し使用した。 

     

 トレーニング参加者は、職場の好事例として、廃棄物

を収集しやすい柄付きの道具、作業場の上の日除け、

保護用エプロン、廃棄物別にラベルを付けた置き場、

重量物運搬のための台車の使用、飲料水設備等を同

定した。参加者が改善点として提案したのは、作業員

と廃棄物収集車の間の接触事故を防ぐための安全な

通路、滑りにくい床、廃棄物運搬のための手押し車の

使用、鋭いガラスや金属片等を通さないより安全な保

護手袋/靴とゴーグル、消火器の設置、分別職場から

離れた清潔な食事・休憩場所、そして予防接種を含む

健康診断等が提案された。グループ討論を通じて、参

加者は仕分け作業における安全衛生上の重要なポイ

ントを着実に把握できた。 

 トレーニング後のフォローアップ訪問から、臭気を軽

減するための散水装置、採光のための天窓、暑熱対

策のための二重屋根、安全靴・手袋などの個人用保

護具の使用、分別作業における簡便な椅子の使用、

休憩室の設置、男女別のトイレ等、実際的な改善が実

施されているのが確認された。 

 参加型手法を用いることで、労使が主体となって廃

棄物収集リサイクル職場の安全衛生を改善し働きやす

い職場作りを支援する事が可能であった。 

------------  << 連絡先 >>  ------------ 
川上剛 
大原記念労働科学研究所 
〒170-0005 東京都豊島区南大 2-26-7 ME 新大塚ビル 10F 
電話 03-6447-1330 
E-mail: t.kawakami@isl.or.jp 
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健康経営が従業員のワーク・エンゲージメントに及ぼす影響 

-心理的安全性とリーダーシップの視点からの文献的考察- 

○杉本龍哉 1)、松岡唯人１）、根本さくら１）、水野基樹１）、黄田常嘉１） 

１） 順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科 

 

１．はじめに 

近年、職場におけるメンタルヘルス不調が及ぼす影

響は深刻化しており、厚生労働省の調査では強いスト

レスを感じる労働者が 68.3％（厚生労働省,2024）にの

ぼる。メンタルヘルス不調は、休職や欠勤などのアブ

センティーイズムにとどまらず出勤はしているものの体

調不良などによりパフォーマンスが低下するプレゼン

ティーイズムを引き起こし、個人の生産性を著しく低下

させる。また、これが組織全体のチームワークの崩壊

や離職率上昇を招くため、従業員の精神的な健康維

持は企業の持続的成長において不可欠な経営課題と

なっている。 

こうした中、従業員の健康管理を経営的視点から捉

え、組織の成長戦略に結びつける健康経営が急速に

普及し、認定企業数も増加している。しかし、単に制度

や施策を導入するだけでは必ずしも従業員の意識変

容や組織活性化につながるとは限らない。実際、経済

産業省は 2018年以降、健康経営度調査において「従

業員や組織の活性度の確認」に関する項目を測る指

標としてワーク・エンゲージメント（仕事への熱意・没

頭・活力）の測定について新設し、健康経営による企

業的価値向上効果を定量的に評価しようと試みている。 

制度を形式に終わらせず、実行を持たせるためには、

従業員が健康施策を安心して活用できる職場の心理

的環境と現場で実行するリーダーシップが不可欠であ

ると考えられる。しかし、健康経営と心理的安全性、支

援的リーダーシップ、そしてワーク・エンゲージメントを

統合的に整理した精神保健学的アプローチによる考

察は未だ十分とは言えない。 

そこで本研究は、精神保健学的視点から健康経営

が従業員のワーク・エンゲージメントに及ぼす影響に

ついて、職場の心理的安全性とリーダーシップの観点

から文献的に整理し、検討した。制度導入にとどまら

ず、管理職による支援的リーダーシップを通じて職場

の心理的安全性を醸成することが健康施策の実効性

を高め、従業員の主体的な健康行動とワーク・エンゲ

ージメントを最大化させるという一連の構造を明らかに

することを目的とした。 

２．方法 

 本研究は文献レビューとし、医中誌 Web、CiNii 

Research、J-STAGE などの学術データベースを用い

て文献検索を行った。健康経営、心理的安全性、リー

ダーシップ、ワーク・エンゲージメント等をキーワードと

して組み合わせ、関連する原著論文や総説を抽出し

た。抽出された文献から、健康施策の実効性や職場の

心理社会的環境、リーダーの行動が従業員のエンゲ

ージメントに及ぼす影響を検討した文献を選定し、整

理・分析を行った。 

３．結果 

文献の整理・分析により、以下の知見が得られた。

第一に、健康経営の各種制度やプログラムの導入だ

けでは、従業員のワーク・エンゲージメント向上に対す

る直接的効果は限定的であり、施策の実効性を担保

する媒介要因の存在が示された。 
第二に、職場における心理的安全性は、批判やペ

ナルティへの恐れを和らげることで、失敗を恐れない

挑戦行動や自由な意見表明、健康施策の自主的な利

用を促進し、職場の心理的安全性スコアとワーク・エン

ゲージメントとの間に優位な正の相関関係が報告され

る（髙野・芹川・山下, 2023）などワーク・エンゲージメン

トを直接的・間接的に高めていた。 
第三に、部下への個別配慮や対話を重視する変革

型やサーバント型といった支援的リーダーシップは、

部下との信頼関係を強め、心理的安全性を高める行

動を示し（鈴木, 2025）、心理的安全性を醸成する基盤

として機能していた。こうした支援的リーダーシップは、

経営層の推進する健康経営の理念を日常の業務現場

へ接続し、心理的安全性を介して従業員のエンゲー

ジメント向上をもたらすという関係性が確認された。 

４．考察 

本研究の分析結果から、企業が健康経営を推進し

従業員のワーク・エンゲージメントを高めるには、制度

や健康増進プログラムの導入にとどまらず、職場の心

理的安全性及び支援的リーダーシップの向上が不可

欠であることが示唆された。 
制度の導入のみでは直接的な効果が限定的になる
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要因として、心理的安全性が確保されていない職場環

境では、従業員が無能や非協調的と思われることや人

事評価への悪影響といった対人リスクに対する強い懸

念を抱くことが挙げられる。こうした対人リスクへの恐れ

が存在する状態では、健康施策や支援制度が整備さ

れていても、その利用が抑制される。職場の心理的安

全性が高まることで初めて他者の視線やネガティブな

要素への恐れが和らぎ、健康施策などへの自主的な

活用が促進される。さらに、失敗や率直な意見表明が

許容される風土では、仕事への主体的な挑戦行動を

促し、結果としてワーク・エンゲージメントの向上へ直

結するものと解釈できる。 
また、この心理的安全性を現場で実際に醸成・維持

するキーパーソンが管理職である。経営層が掲げる健

康経営の理念は、単に周知するだけでは現場の日常

業務に浸透しにくい。部下への個別配慮や対話を重

視する変革型・サーバント型といった支援的リーダーシ

ップを発揮する上司の存在が、経営理念と現場業務を

接続する橋渡しとして機能していると位置づけられる。 
精神保健学的視点において、従来の職場メンタル

ヘルス対策は不調者の発生予防やストレス軽減といっ

たネガティブ要素の低減を中心に行われた。しかし、

本研究の結果は、健康経営・支援的リーダーシップ・

心理的安全性の三者が統合的に機能することで、従

業員のポジティブな心理的状態であるワーク・エンゲ

ージメントの向上が達成されるということが示された。 
 

 

 
図１：健康経営がワーク・エンゲージメントに及ぼす影

響の構造モデル 

 

 

５．今後の課題と展望 

 今後の展望として、各種制度の整備というハード面の

拡充と並行して、管理職層に対するリーダシップ教育

や職場風土の改革といったソフト麺の取り組みを一体

的に推進することが期待される。これにより、従業員の

健康維持・向上と組織パフォーマンス向上の双方を達

成する持続可能な健康経営モデルの構築が可能とな

ると考えられる。 

 一方で、本研究は文献的検討に留まるため、今後の

実証的研究に向けた課題も残されている。第一に企業

規模や業種特性に応じた影響プロセスの違いを明ら

かにすることである。第二に、欧米を始めとする海外の

職場における健康管理動向や文化さを踏まえた対外

比較を行い日本の組織文化に最適化された支援モデ

ルを検証することである。さらに、示された概念間の定

量的な因果関係の検証やリモートワークなど多様な働

き方に対応した施策の実効性についても、引き続き更

なる探究が求められる。 
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ワーク・エンゲージメントの向上

（仕事への活力・熱意・没頭）

職場の心理的安全性
（対人リスクの解消・風土醸成）

支援的リーダーシップ
（変革型・サーバント型リーダー）

健康経営制度・施策
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大学アスリート向けスポーツ・インテグリティ尺度選手領域の 

試作と有用性の検討 

○松岡唯人 1)、庄司直人 2)、水野基樹 1)  

1)順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科,2)朝日大学保健医療学部健康スポーツ科学科 

１．はじめに 

近年、大学スポーツでは薬物事案、暴力・暴言、ハ

ラスメント等の不適切行為が継続して発生しており、ガ

バナンス改革や倫理教育等の制度的整備のみでは、

現場における倫理的行動を十分に担保できない可能

性が指摘されている。Kvalnes (2010) は、規則に明記

されていない行為は許容されると解釈する“loophole 

ethics”（抜け穴倫理）の存在を指摘しており、制度上

の規範と日常的な行動判断との乖離が生じる可能性

を示している。 

本研究では、スポーツ・インテグリティを内的価値の

保有とその価値の言行への体現の一致として捉え、両

者の組み合わせから個人の状態を可視化を可能にす

るスポーツ・インテグリティ・インデックス大学選手版を

開発することを目的とした。さらに、開発した指標につ

いて、個人の状態を把握する診断的機能および集団

間の傾向を把握する弁別的機能という観点から、実務

的な有用性を予備的に検討した。 

 

２．方法 

２－１．研究１：評価指標の開発 

2023 年以降のスポーツ・インテグリティ研究を対

象にスコーピングレビューを実施し、最終的に 37 件

の文献から82個の主要概念を抽出した。これらを大

学生アスリートが理解可能な表現へ再構成し、先行

研究において重要視されてきた道徳的概念を加え、

合議による精緻化を行った。その結果、52 項目を調

査の実施項目とした。 

  研究 1 の調査では 237 名に、Freeasy を用いた

横断調査を実施した。得られた回答について内容

的妥当性を再検討し大学生アスリートにとって既知

性が低い、または表現が難しい5 項目を除外した47

項目を対象として探索的因子分析（EFA）を実施し

た。並行分析の結果、2 因子が適切と判断され、因

子を「道徳的インテグリティ」と「アスリート・インテグリ

ティ」と命名した。さらに、項目内容および因子負荷

量を総合的に検討し、最終 20 項目を選定した。20

項目についてブートストラップ法による構造検証を

行い、内的整合性およびモデル適合度を検討した。 

 

 

２－２．研究２：有用性の検証  

 A 大学の運動部に所属する学生アスリート 101 名を

対象とした。全項目無回答 3 名およびストレートライン

回答等の極端反応26名を除外し、最終分析対象者は

72 名 （男性 44 名 、女性 28 名 ） で あ っ た 。 

 研究 2 の調査では、20 項目について内的価値の保

有と言行への体現の二軸から各項目を分類し、①両

者が認められるインテグリティ・エンボディメント（IE）、

②価値はあるが体現されていないインテグリティ・レイ

テンシー（IL）、③価値の保有は確認されないが体現

がみられるインテグリティ・パフォーマンス（IP）、④両者

が認められないインテグリティ・アブセンス（IA）の 4 指

標を算出した。各指標は 20 項目中の該当項目数とし

て示した。なお、これらは対象者をいずれか一つの類

型に分類するものではなく、1 人の選手が複数の指標

を併せ持つことを前提とした。 

有用性の検討では、競技種目および所属チームに

よる群間比較を補助的に実施した。また、道徳的アイ

デンティティとの関連を検討し、一般的な道徳的自己

概念との関係について探索的に検討した。 

 

３．結果 

研究 1 では、47項目の EFAにおいて KMO=.95、

Bartlett の球面性検定はχ²(1081)=8245.08、p<.001

であり、因子分析に適したデータであることが確認され

た。20項目によるブートストラップ EFAでは 2因子構

造が確認され、全分散説明率は 53%、因子間相関は

r=.74であった。モデル適合度は TLI=.939、

RMSEA=.059、RMSR=.04であり、概ね良好な値を示

し、2因子モデルは 1因子モデルより良好な適合を示

した。Cronbach's αは全体で.946、道徳インテグリテ

ィで.901、アスリートインテグリティで.928、McDonald's 

ω total は.962 であり、20項目による評価指標は高い

内的整合性を示した。 

研究 2 では、4指標のうち IAについて競技種目間

に有意差が認められ、その他の指標では有意差は認

められなかった。一方、効果量をみると競技種目による

IAではη²=.204であり大きな効果量が認められた。

所属チームによる比較では、IEおよび ILで

η²=.163、.162 と比較的大きな効果量が示された。さら

に、各項目の該当割合を確認したところ ILは複数項
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目で 20%を超え、IAについても一部項目で 20%以上の

該当割合が認められた。また、道徳アイデンティティ

（MI）合計得点とエンボディメント得点の関係を散布図

により示した。 

  これらの結果から、4指標を用いることで、単一の総

得点では捉えにくい価値と行動の一致の状態を指標

および項目単位で可視化できる可能性が示された。 

 

図 1. IE と道徳的アイデンティティ得点の分布図 

 

４．考察 

本研究では、大学生アスリートのスポーツ・インテグ

リティを、道徳的インテグリティとアスリート・インテグリテ

ィの 2側面から捉える 20項目の評価指標を構築した。

良好な内的整合性と概ね良好な因子構造が確認され

たことから、大学生アスリートのスポーツ・インテグリティ

を測定するための基礎的な構造が得られたと考えられ

る。また、研究 2 では 20項目を内的価値と体現の二軸

から 4 指標として整理することで、同じ総得点であって

も異なる状態にある選手を区別して把握できる可能性

が示された。特に IL は、価値を認識しているにもかか

わらず行動として体現できていない状態を示すため、

単なる規範理解の不足とは異なる教育的課題を検討

する手がかりとなる。一方、IP は行動がみられるものの

価値の内面化が十分に確認されない状態を示し、形

式的な規範遵守と内的価値の関係を検討する上で有

用と考えられる。さらに、IA について競技種目および

所属チームによる比較で一定の効果量が認められた

ことから、4 指標は個人の状態だけでなく、競技・チー

ム単位の傾向を把握する際にも活用できる可能性があ

る。ただし、本研究は単一大学を対象とした小規模な

横断研究であり、群間比較は補助的・探索的な検討と

して位置付ける必要がある。また、IL や IA が生じる背

景については本研究では直接測定していないため、

そ の 要 因 を 特 定 す る こ と は で き な い 。 

 以上より、本研究で開発したスポーツ・インテグリテ

ィ・インデックス大学選手版は、内的価値とその体現と

の一致の状態を可視化するための基礎的な評価枠組

みとして、一定の有用性を有する可能性が示された。

今後は、対象者数および対象大学・競技種目を拡大

するとともに性別や競技レベルによる測定不変性の検

討、その他の要因との関連、縦断的な変化の検証を行

う必要がある。 

 

５. 結論 

本研究は大学スポーツ選手のスポーツ・インテグリ

ティを内的価値と言行の一致という二軸に基づき構造

化し、その測定枠組みとしての妥当性を探索的に示し

た。本評価指標の最大の意義は、単なる道徳的な水

準の量的測定に留まらず、選手が保持する内的価値

と言行の一致の状態を 4 つの指標として可視化し、現

場において弁別的に機能しうる構造的関連性を提示

した点にある。これは大学スポーツ現場における個々

の課題に応じた教育的介入や組織改革を促進するた

めの、実効性の高い基礎的知見を提供するものである。 
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時計描画における「11 時 10 分」は何を映すのか 

―Clock Drawing Test の下位項目得点と認知機能検査得点との関連― 

○西久保 真弓   角田 尚幸   

社会医療法人財団 大和会 東大和病院   

１．はじめに 

「11 時 10 分を示す時計を描いてください」。この課題

には、時刻を理解し、文字盤に数字を配置し、長針と

短針を区別して適切な位置に描くなど、複数の認知機

能が必要となる。 

時計描画検査（Clock Drawing Test：CDT）は、ものの

位置や形を捉える力、注意を向ける力、手順を考えて

行動する力などを、簡便かつ多面的に調べる検査で

ある。認知症では、これらの機能低下が日常生活や社

会参加に影響するため、時計をどのように描いたかは、

認知機能の状態を理解する手掛かりになると考えられ

る。 

2025 年の人類働態学会において、認知症患者の

CDT 合計点が、アパシー（意欲や自発性の低下）、前

頭葉機能（Frontal Assessment Battery：FAB）および

全般的認知機能（Mini-Mental State Examination：

MMSE）と関連することを報告した。しかし、CDT 合計

点による検討では、時計のどの描画要素が各認知機

能と関連するかは明らかでなかった。 

Rouleau 法では、時計の外枠（外円）、数字、針の描

画と位置の 3 要素に分け、計 10 点で評価する。合計

点が同じでも下位項目の得点構成が異なる場合があ

るため、下位項目別に評価することで、合計点だけで

は捉えにくい認知機能の特徴を検討できると考えた。 

そこで本研究では、CDT の外円、数字、針描画・位置

の各得点と、全般的な認知機能、計画や抑制に関わ

る前頭葉機能、言葉を使わない推理力との関連を明ら

かにすることを目的とした。 

２．方法 

対象は、2025 年 8 月から 2026 年 7 月までに当院も

の忘れ外来を受診した認知症患者のうち、CDT の実

施が困難であった者を除く 355 名とした。内訳は男性

137名、女性 218名、平均年齢は 82.7±6.0歳であっ

た。欠損値の補完は行わず、各変数の組み合わせに

ついて有効値が得られた対象者を解析した。 

本研究は診療記録を用いた後方視的観察研究であ

り、東大和病院倫理審査委員会の承認を得て実施し

た（承認番号：26-017）。 

カルテおよび検査記録から、年齢、性別、検査日、

MMSE、FAB、レーヴン色彩マトリックス検査（RCPM）

および CDTの結果を抽出した。 

時計描画課題は、次の 3段階で実施した。 

① 検査者が大きな円の見本を示し、対象者に同様の

円を描くよう求めた。 

② 描いた円内に、時計の文字盤の数字を配置するよ

う求めた。 

③ 長針と短針があることを伝えたうえで、「11 時 10 分」

を示す時計を描くよう口頭で教示した。正しい針の向き

や配置は示さなかった。 

完成した時計描画は Rouleau 法に基づき、外円 0～2

点、数字 0～4 点、針の描画と位置（以下、針描画・位

置）0～4 点の計 10 点満点で採点した（表 1）。得点が

高いほど、各描画要素が良好であることを示す。図１

は合計点はいずれも 4 点だが、下位項目の得点構成

が異なる描画例を示した。 

 

表 1．CDT（Rouleau 法）の採点基準 

 

 

統計解析には SPSS を使用した。CDT の外円、数字、

針描画・位置の各得点と、MMSE、FAB、RCPMの各得

点との関連を、Spearman の順位相関係数を用いた両

側検定により検討した。検定は CDT の 3 項目と認知

機能検査 3項目の計 9組とした。複数の検定によって

偶然の有意差が 生じる可能 性 を抑える た め 、

Bonferroni補正を行い、有意水準をp＜0.0056（0.05/9）

とした。 
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図 1．同じ合計点（4点）を示す時計描画の 

採点模式例（11 時 10 分） 

 

３．結果 

CDT の外円、数字、針描画・位置の各得点は、

MMSE、FAB、RCPM のすべてと有意な正の相関を示

し、9組すべてが Bonferroni 補正後の有意水準を満た

した。相関係数はρ=.160～.409であり、関連の強さは

弱いものから中程度であった。なかでも、針描画・位置

得点と各認知機能検査得点との相関係数は、外円お

よび数字との相関係数より数値が大きく、FAB との組

み合わせで最大であった（表 2）。 

 

表 2．CDT下位項目と 3 検査との相関 

（n は解析対象者数、ρは相関係数を示す） 

 
 

４．考察 

CDT の外円、数字、針描画・位置の各得点は、全般

的認知機能、前頭葉機能および言葉を使わない推理

力を調べる各検査の得点と関連していた。この結果か

ら、時計描画には複数の認知機能が関与している可

能性が示された。 

特に、針描画・位置得点は、MMSE、FAB、RCPM の

いずれとも比較的大きな相関係数を示した。11 時 10

分を描くには、「11 時 10 分」という言葉を理解して覚え

ておき、その時刻情報を、文字盤上の針の位置へ置き

換える必要がある。さらに、長針を 2、短針を 11 付近に

配置し、2 本の針の長さを区別しなければならない。こ

のように、針の描画には複数の情報を整理し、適切な

描画へ結びつける過程が含まれる。 

図 2 に示した「10」に引かれる誤りでは、「11 時 10 分」

という時刻を針の位置へ適切に置き換えられず、口頭

で示された「11」「10」という数字に直接針を向けた可能

性がある。このような誤りには、時計に関する意味知識

だけでなく、言葉を位置情報へ変換する力、数字にそ

のまま反応しない力、描画を計画する力などが関与し

ている可能性がある。 

ただし、本研究では個々の誤りの種類と認知機能と

の関連を直接解析していないため、今後は誤りの内容

を質的・量的に検討する必要がある。 

 

   
図 2．11 時 10 分の正答と 

代表的な針描画の誤り（模式図） 

 

５．結語 

CDT の外円、数字、針描画・位置の各得点は、

MMSE、FAB、RCPM のすべてと関連した。なかでも、

針描画・位置得点と各認知機能検査得点との相関係

数は、外円得点および数字得点との相関係数より数値

上大きく、FAB との組み合わせで最大であった（表 2）。 

CDT を合計点だけでなく下位項目別に評価すること

は、認知機能の特徴を捉えるための補助的な手掛かり

となる。特に針描画・位置に着目することは、情報を整

理し、計画して行動する力（遂行機能）を含む複数の

認知機能を考えるうえで、臨床的に有用な視点となる

可能性がある。 

 

------------  << 連絡先 >>  ------------ 

西久保 真弓 

社会医療法人財団 大和会 東大和病院 

〒207-0014 東京都東大和市南街 1-13-12 

電話 042-562-1411㈹ 

E-mail: class2nen4kumi@icloud.com
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脳損傷者が呈する易疲労性の可視化への挑戦 

―円描画を用いた単一事例研究― 

○井筒紫乃 1)、水野有希 1)、西久保真弓 2)、川田裕次郎 3) 、根本さくら 3) 

1)日本女子体育大学, 2)東大和病院, 3)順天堂大学 

 

１．はじめに 

脳損傷後には易疲労性が認められることがあるが、

疲労は外見から把握しにくく、本人自身もその変化に

気づきにくい場合がある。また、日常生活における状

態の変化を簡便に捉える方法については、十分に検

討されていない。本研究の目的は、単一事例を対象と

して、日々の状態変化が円描画にどのように反映され

るのかを探索的に検討し、易疲労性を可視化する方

法としての可能性を検討することである。 

２．方法 

２－１．対象 

 対象は、脳卒中後の高次脳機能障害に伴う易疲労

性を呈する 60 歳代女性 1 名とした。対象者は、日

常生活及び就労場面において疲労感の増大や集

中力の低下を自覚しており、研究の目的及び方法

について十分な説明を受け、文書による同意を得た。

なお、本研究は、日本女子体育大学倫理審査委員

会の承認（承 2026-1）を得て実施した。 

２－２．方法 

2026 年 3 月 30 日から 5月 29 日まで、5日間を 1サイ

クルとして計 5サイクル（25測定日）実施した。対象者

は各測定日に円描画およびデイリーエピソードを記

録した。円描画から真円率を算出し、同日のデイリー

エピソードと時系列に対応させ、認知的・対人的負荷

を伴う出来事と真円率の変化との関連を探索的・記

述的に検討した。 

３．結果 

円描画は 25 測定日に実施され、真円率は 0.798～

0.875 の範囲で推移した。最低値の 0.798 は、複数人

が参加する会議で発言が重なり、内容の把握が困難

で、強い疲労感が記録された日に認められた。また、

対面会話による強い疲労感が記録された日の真円率

は 0.824、授業による中程度の疲労感が記録された日

は 0.818であった。一方、最高値の 0.875は、授業、複

数の会議および説明会が重なり、疲労感が最も強かっ

た日に認められた。書類作成を行ったものの疲労感が

なかった日の真円率は 0.871、終日自宅で過ごし疲労

感が低かった日は 0.857 であり、真円率とデイリーエピ

ソードに記録された疲労感との対応は、必ずしも一方

向ではなかった（図 1）。 

 

図 1 各測定日における真円率の推移 
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４．考察 

本事例では、複数人の発言が重なり内容の把握が

困難であった日に真円率が最低値を示したことから、

円描画の変化には、会話内容を選択して理解する際

の認知的負荷が反映される可能性が考えられた。一

方、疲労感が最も強かった日に真円率が最高値を示

し、疲労感が低い日にも真円率の高低がみられたこと

から、真円率は主観的な疲労の強さを単純に示す指

標ではなく、負荷の種類や課題遂行時の状態など複

数の要因によって変動する可能性が示唆された。した

がって、円描画は単独で疲労を判定するものではなく、

同日のエピソードと併せて用いることで、日常生活に

おける状態変化を可視化する補助的手段となる可能

性がある。本研究は単一事例による探索的検討であり、

測定条件も十分に統制されていないため、今後は複

数事例での検証と測定条件の整理が必要である。 

＜連絡先＞井筒紫乃 日本女子体育大学体育学部 〒158-8565 

東京都世田谷区北烏山 8-19-1 電話：03-3300-3287 E-mail：

izutsu.shino@g.jwcpe.ac.jp
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視覚情報の意味的一致性が香りによるストレス緩和効果に及ぼす影響 

○若松祐弥 1)、下田政博 2)、福本寛之 2） 

1)東京農工大学農学府健康アメニティ科学研究室,  2)東京農工大学大学院農学研究院 

 

１．はじめに 

現代社会においてストレスは重要な健康課題で

あり、慢性的なストレスは精神的・身体的健康に深

刻な影響を及ぼすことが知られている。こうした背景

から、近年では自然療法の一つであるアロマテラピ

ーに注目が集まっており、精油の吸入によって血圧、

心拍数、唾液中コルチゾールなどが低下し、ストレス

が緩和されることが報告されている（Sattayakhom et 
al., 2023）。 

一方、人間の知覚は主に視覚に依存しており、

香りの知覚も視覚情報によって大きく修飾されること

が知られている。例えば、飲料の色によって香りが

異なるものとして知覚される現象が報告されている

（Sakai, 2005）。こうした知見を踏まえ、近年では視

覚と嗅覚の同時呈示によるストレス緩和効果が検討

されており、森林画像とヒノキの香りを組み合わせる

ことで左前頭前野の酸素化ヘモグロビン濃度が低

下すること（Song et al., 2019）や、視覚と嗅覚の複合

刺激が単独刺激よりも高い生理・心理的回復効果を

示すことが報告されている（Li et al., 2024）。 
しかし、視覚と嗅覚の複合刺激が単独刺激を上

回るストレス緩和効果をもたらすメカニズムについて

は、未だ十分に明らかではない。先行研究では、香

りと意味的に一致した視覚情報の提示によって、香

りの印象や快感情が高まることが報告されており

（Zellner et al., 1991, Amsellem et al, 2018）、両感覚

間の意味的一致性が複合刺激によるストレス緩和に

関与する可能性が考えられる。 
そこで本研究では、香りと視覚情報の意味的一

致性に着目し、両感覚の一致性がヒトの生理・心理

状態および香りの印象評価に及ぼす影響を検討す

ることで、視覚と嗅覚の同時呈示がストレス緩和を促

進する要因を明らかにすることを目的とした。香りと

画像が不一致な条件よりも、一致した条件の方がス

トレス負荷後の生理・心理的なストレス状態を緩和

すると仮説を立てた。 

２．はじめに 

２－１．実験環境と被験者 

本実験は、12 名（男性 6 名、女性 6 名、

22.4±1.9 歳）を対象として、東京農工大学農学

部キャンパス内の静穏な実験室で実施した。 
２－２．実験で用いた香りと画像 

 香りはユズ精油（Inscent Co.）を使用し、噴

霧式ディフューザーで提示した。画像はユズ画

像とバナナ画像を各 3枚使用した。 
２－３．ストレス負荷課題 

 ストレス負荷課題として、内田クレペリン検

査に準じた単純暗算課題を用いた。各行の計算

量に基準値を設定し、達成・未達成に応じてベ

ル音またはブザー音を提示すると教示すること

で、成績に対する評価を意識させた。ブザー音

は全参加者に同一のタイミングで計 6 回提示し

た。 
２－４．測定項目 

 生理指標は心拍数（HR）、皮膚電気伝導度
（SCL）、心拍変動（HRV）、血圧（収縮期血圧

SBP、拡張期血圧 DBP）を用いた。HRV は副交

感神経活動の指標である HF 値を、交感神経活

動は LF/HF を算出した。HF値および SCL は対

数変換を行った。心理指標として、Positive and 
Negative Affect Schedule（PANAS)日本語版を用

いてポジティブ情動（PA）とネガティブ情動

（NA）を、Restorative Outcome Scale（ROS）日

本語版を用いて回復感指標を測定した。また、

不安度の高い被験者を解析から除外する目的で、

状態－不安検査（STAI）を実施した。 
２－４．実験手順 

被験者は「対照条件」「香りのみ条件」「ユズ

画像＋香り条件（一致条件）」「バナナ画像＋香

り条件（不一致条件）」の 4条件のいずれかに参

加した。各条件で、心拍モニター、SCL 測定機
器を装着後、STAIに回答してもらった。15分間
の安静座位、15 分間の単純暗算課題によるスト

レス負荷、10 分間の休憩を順に実施し、休憩中

に各条件に応じた刺激を提示した。各条件の所

要時間は 60 分とした。また、刺激曝露後には、

対照条件を除く 3 条件において、香りと画像の

印象評価を尋ねるアンケートを実施した。 
２－２．統計解析 

HR、HRV および SCL は各測定区間の 5 分間

の平均値を用いて解析した。刺激条件（4 水準）
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を被験者間要因、時間（3 水準）を被験者内要

因とする混合計画の二元配置分散分析を用いる

が、本研究発表時点では、解析可能な一致条件

および不一致条件の 2 条件を対象に二元配置分

散分析を行った。球面性が満たされない場合は

Greenhouse–Geisser補正を適用し、有意な主効果

ま た は 交互作用が認められ た 場合に は

Bonferroni 法による多重比較を行った。また、

香りの印象評価および画像の印象評価には

Mann–Whitney の U 検定を用いた。有意水準は

5%とした。 

３．結果 

生理・心理指標について、時間要因の主効果が

認められ、「ストレス課題後」には「安静後」および

「休憩後」と比較して、血圧・SCL・心拍数・PANAS
のネガティブ感情が上昇した。また、「ストレス課題

後」には「休憩後」と比較して ROS が低下した。一方、

刺激条件の主効果および刺激条件と時間の交互作

用は認められなかった。香りの印象評価では、ユズ

の香りに対する画像との一致度について、一致条件

が不一致条件と比較して有意に高く評価された。 

図 1. 心拍数の経時変化 

* = p < 0.05 ** = p < 0.01 

4．考察 

本実験の結果から、香りと画像の意味的一致性

は主観的な一致度に影響したものの、生理・心理的

なストレス緩和効果には影響しなかったことが示され

た。先行研究では、香りと視覚情報の一致によって

香りの快評価や生理的な安静効果が高まることが

報告されている（岩佐・青木，2010；三浦・齋藤，

2011）。しかし、本研究では一致条件と不一致条件

の間でストレス緩和効果に差は認められなかった。

その理由として、香りと画像の一致性が香りの同定

を促進しなかった可能性が考えられる。Zellner et al.
（1991）は、香りと適合した色の提示によって香りの

同定の正確度が高まり、正しく同定された香りほど

好ましく評価されることを報告している。一方、本研

究では実験後アンケートにおけるユズの同定率が

一致条件、不一致条件ともに 50％であり、条件間に

差は見られなかった。  
さらに、Amsellem et al.（2018）は、視覚情報と嗅

覚情報の一致性は単純な「一致」「不一致」ではなく、

その程度が連続的に変化することを示している。本

研究でも、一致条件ではユズ画像とユズの香りが一

致していると評価された一方、実験後のアンケート

では、「オレンジの画像の方がより一致する」といっ

た意見もみられた。したがって、本研究の一致条件

は参加者にとって必ずしも同程度に一致度の高い

刺激ではなかった可能性がある。以上より、画像と

香りの一致性は確認されたものの、香りの同定を促

進するほど十分ではなく、快評価やストレス緩和効

果につながらなかった可能性が考えられる。 

４．まとめ 

 画像との意味的一致性は香りによる生理・心

理的なストレス緩和効果に影響を与えなかった。

そして、画像と香りの複合刺激によるストレス

緩和促進の要因として、両者の意味的一致性が

関与している可能性は確認されなかった。 

５．参考文献 
Amsellem et al. (2018). Chemical Senses, 43(5), 329-339.  
Li et al. (2024). Building and Environment, 250. 11202 
Sakai et al. (2005). Chemical Senses, 30, 244–245.  
Sattayakhom et al. (2023). Molecules, 28, 3771.  
Song et al. (2019). Urban Forestry & Urban 

Greening,44, Article 126437. 
Zellner et al. (1991) The American Journal of 

Psychology, 104(4), 547–561. 
 

-----------<連絡先>----------- 

若松祐弥 

東京農工大学農学府健康アメニティ科学研究室 

E-mail：s254428t@st.go.tuat.ac.jp
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地域運行型グリーンスローモビリティの安全向上に向けた調査の試み 

―葛飾区東立石・東四つ木地区を対象として― 

○羽深 太郎 1)  神谷紀彰 1)  

1)昭和女子大学環境デザイン学部 

１．はじめに 

東京都葛飾区の東立石・東四つ木地区では，住民

の高齢化に伴い，買い物や通院など日常生活におけ

る身近な移動手段の確保が課題となっていた。こうし

た状況を受け，地元自治町会が地域住民の移動を支

える交通手段の導入を区に要望したことを契機に，区

と地域住民による検討が進められた。2023 年 10 月に

グリーンスローモビリティ（以下，グリスロ）の実証運行

が開始され，2025年 4月から本格運行に移行した。  

2024年に区が実施した利用者・地域住民アンケート

（回答 744件）では，グリスロ利用者 52 名のうち 69％が

70 歳代以上であり，利用目的は買い物が 52％，通院

が 42％であった（複数回答）。また利用者の 19％が外

出機会の増加を回答しており，グリスロが高齢者を中

心とした地域住民の日常生活を支える移動手段として

の役割を果たしていることがうかがえる 1)。 

２．地域主体交通における安全運行の取り組み 

本事業は自治体が交通事業者に運行を委託する方

式とは異なり，葛飾区の支援のもと地域住民が主体と

なって運営・運行を担っている。運行はボランティアの

運転者と補助員の 2 人態勢で行われ，補助員は乗客

の乗降支援や運行時刻の管理を担当する。また近隣

の自動車教習所の協力により，安全講習や運転体験

が実施されており，地域主体の安全運行を支える体制

が構築されている。こうした取り組みのもと，実証運行

開始以来，現在まで運行中の事故の発生は報告され

ていない。一方, 運行ルートには狭隘な生活道路や信

号機のない交差点が多く，地域特有の危険要因が存

在する。地域住民による持続的な安全運行の為には，

こうした危険を把握し，運転者や補助員に情報を共有

するとともに，既存の安全運転支援に反映する事が重

要である。本研究では，運営協議会と連携し，運転者

へのアンケートおよびインタビュー調査を通じて，日常

の運行で認識されている危険箇所やヒヤリハット事象，

安全運転上の工夫を把握・整理する事を目的とする。 

３．調査方法 

2026 年 8 月にグリスロの運転者および運転補助員

を対象としたアンケート調査を実施した（回答：運転者

21 名，補助員 2 名）。調査では，運転歴や運行ルート

上の危険箇所・ヒヤリハット経験，その発生状況や予防

行動について回答を求めた。さらに，同年 9 月に運転

者 10 名を対象としたインタビュー調査を実施した。運

行ルートを映像で確認しながら，具体的な危険箇所，

危険事象，発生する条件および予防行動などを聞き

取り，計 46 件の指摘を整理した。 

４．調査結果 

アンケートに回答した運転者 21 名のうち 14 名が普

段の運行で危険と感じる場所をルート図上に記入した。

また，危険を感じる場所やその状況に加え，徐行や周

囲の安全確認など，事故を防ぐための具体的な対応

行動も挙げられた。インタビュー調査では，立石駅コー

スで 18 件，四ツ木駅コースで 28 件，計 46 件の危険箇

所・事象の指摘が得られた。主な内容は，①狭隘道路
や見通しの悪い交差点，②自転車や歩行者の飛び出

し，③路上駐車や対向車との交錯，④停留所付近で

の乗降や停車位置に関する問題などであった。 

５．考察と今後の展開 

地域の生活道路を走行するグリスロでは，道路の狭

さや交差点の見通し，歩行者・自転車の行動などが複

合的に関係し，安全運行上の課題となっていることが

示唆された。また，運転者と補助員が相互に安全確認

や危険予知を行うなど，2 人態勢による安全運行上の

工夫も確認された。今後は，聞き取りで得られた危険

箇所を現地調査や走行映像と照合し，危険が発生す

る条件と予防行動を整理する。さらに調査結果を危険

箇所マップや安全講習用映像として可視化し，運営協

議会と共有することで，地域住民による安全運行の継

続的な支援につなげていきたい。 

６．参考文献 

1). 葛飾区（2025）「区内地域交通の運行状況につい

て」，葛飾区地域公共交通活性化協議会参考資料． 
https://www.city.katsushika.lg.jp/_res/projects/default_
project/_page_/001/037/465/1_sannkou1.pdf 
（2026 年 10 月 11 日閲覧）． 

------------  << 連絡先 >>  ------------ 
羽深太郎 
昭和女子大学環境デザイン学部 
〒154-8533 東京都世田谷区太子堂 1-7-57 
E-mail: t-habuka@swu.ac.jp
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安心して行き来する街づくり 3視点の応用経験 

○小木和孝 1)、佐伯英敏 2) 

1)大原記念労働科学研究所,  2)神奈川大学 

１．はじめに 

街の行き来を安心して行えるよう、鎌倉バリアフリー

研究会では、2004 年から主な通りと寺社・店舗の調査

を行い、鎌倉バリアフリーシンポジウムを市役所や関係

者の協力を得て 20 年間毎年開催しました。 
安心できる行き来には、段差解消・案内標識・多目

的トイレの整備が必要です。この３視点に見合った進

展をもとに、有効な支援策をまとめます。 

２．方法 

毎年のバリアフリーシンポジウムに向け調査した街路

と公共施設に共通する３要件についての進展をもとに、

<段差・案内・トイレ>に着目する意義を検討しました。 

主要街路・公共施設における好事例をもとに、行き

来バリアフリー化に役立つ重点対策をまとめました。そ

して、対話に役立つ好事例写真と改善策提案用チェッ

クリストを応用する手法の意義を考察しました。 

 調査結果から、<3 視点>についての好事例を確認

しながらの、すぐできる改善策の普及法を検証しました。 

３．結果 

各年のシンポジウムでは、市内の主な観光路沿い

に改善のすすんだ実例と他都市の取り組みを取り上

げてきました。２００年の第１回、２００６年の第２回に続

いて 2024 年第２０回まで毎年開催してきた鎌倉バリア

フリーシンポジウムでは、表１に示すように、3 視点から

みた主な行き来路の向上策を検討してきました。 
 

表１．２０回までのシンポジウムで取り上げたテーマ    

第1〜4回 

 

小町通り、八幡宮・銭洗弁天・大仏な

どに至る行路の現状と問題点 

第5〜9回 大仏・銭洗弁天等への道沿い案内 
市役所通りなどの分岐点標識 

第10〜13回 公衆トイレの多目的化の整備 
トイレ案内の工夫 

第14〜18回 全国の状況からみた鎌倉市の現状 

第15〜18回 鎌倉行き来バリアフリー写真展 

第19〜20回 バリアフリートイレとその案内 

小町通り商店街の進展と教訓 

 
 この多年にわたる検討では、行き来バリア対策の進

展と神奈川大学工学部学生による調査報告のあと、好

事例写真への投票を行い、行き来対策の良い点改善

点をグループ討議してまとめる方式が定着しました。こ

うした鎌倉市内の改善事例を図 1 に示します。 

 

図 1．行き来しやすさに見合った鎌倉市内の好事例 

  
市役所通りの歩道入口 銭洗弁天への経路表示 

 

 とりわけ進展したのが車いす利用者や高齢者の安全

を配慮した交差点の段差解消です。市役所、関係者

の多年にわたる協力で、車いす利用者や高齢者の安

全を配慮した整備へと結びつきました。観光に訪れる

人の多い八幡宮、銭洗弁天、高徳院(鎌倉大仏)など

への案内標識も交差路中心に整備されてきました。多

目的トイレは場所の選定が課題となっています。 

 この行き来３視点に沿った進展を表 2 に示します。 

 

表 2．行き来３視点からみた２０年間の進展    
① 段差対策 交差点歩道の段差スロープ化 

主要なスロープ沿いに手すり設置 

② 案内標識 大仏・銭洗弁天等への道沿い案内 
市役所通りなどの分岐点標識 

③ 多目的トイレ 公衆トイレの多目的化の整備 
分かり易いトイレ案内の工夫 

 
 表に示すように、特に、車いすなどでの移動、わか

りやすい経路案内、利用し易い多目的トイレ、安心で

きる環境と交流援助に力点をおいています。 

４．考察 

この 20 回にわたるシンポジウムの経緯から、車いす

利用者 高齢者を含めての安心できる行き来対策を進

めるには、段差・案内・多目的トイレに力点をおいて改

善を重ねていくことが良いと認められます。この３視点

を入れた協力の今後の進展に期待しています。 

---------  << 連絡先 >>  ------------ 
小木和孝 

公益財団法人 大原記念労働科学研究所 

170-0005 東京都豊島区南大塚 2-26-7 新大塚ビル 10F 

電話 03-6447-1330 

E-mail: k.kogi@isl.or.jp
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大腿切断者の歩行学習教師モデルの作成に向けた歩行動作の解析 

○小林麗 1)、菊地倫太朗 2)、田中秀幸 3) 

1)東京農工大学大学院・共同先進健康科学専攻、2)東京農工大学大学院・機械システム工学専攻 

3)東京農工大学大学院・工学研究院 

１．はじめに 

下肢切断者は、欠損した下肢を義足で補い、断続

的な歩行訓練を通じて、歩行能力を再獲得する。特に、

大腿切断者の義足歩行では、義足側への荷重回避や

推進力の健足側依存といった歩行の非対称性が見ら

れる（1）。このような非対称な歩行様式は、長期的には

腰痛や健足側の変形性関節症などの二次的な運動

器疾患の発症につながる可能性が指摘されている（2）。 

一方、歩行の対称性のみでは、義足側の荷重支持

や身体の前方移動に関わる力学的特徴を十分に捉え

られない。そのため、義足歩行訓練に用いる教師モデ

ル（いわゆる手本）の構築には、良好な歩行を特徴づ

ける力学的・運動学的指標を多角的に検討する必要

がある。本研究では、義足歩行に熟練した大腿切断者

を対象に、義足側の荷重支持、足圧中心（COP）の移

動および関節運動を解析し、教師モデルの候補となる

指標を検討することを目的とした。 

２．方法 

２－１．実験参加者・課題 

大腿切断者 3 名（ID01：61歳女性、ID02：30歳男性、 

ID03：32歳女性）が参加した。全員が 6 年以上の義足

使用経験を有し、週 1回以上の運動習慣があった。 

ID01 は機械式膝継手（Mech.）、ID02 と ID03 はコン

ピュータ制御式膝継手（Comp.）を使用した。ID02 は日

常的に膝折れ防止機構をオフにしており、同条件（No 

Comp.）と制御あり（Comp.）条件を計測した。 

歩行計測は、11m の歩行路で、好みの通常速度

（Normal）および通常より遅い速度（Slow）の2条件を実

施した。Slow では同区間の歩行時間を Normal の 1.3

倍とするよう指示し、各条件で 5往復を計測した。 

倫理審査承認番号は 250605-0716 であり、参加者

からは書面による同意を得た。 

２－２．計測・解析 

三次元動作解析システム（OptiTrack、200Hz）およ

び 3 軸フォースプレート（テック技販、200Hz）を用いた。 

垂直床反力（Fz）が 20 N を超えた時点を踵接地

（HS）、20 N を下回った時点をつま先離地（TO）とした。

前後方向床反力（Fy）が制動から推進へ転じるゼロク

ロス時点を本研究の立脚中期（MidStance）と定義し、

HS～MidStanceを pre 期（立脚前期）、MidStance〜TO

を post 期（立脚後期）とした。体重で正規化した Fy の

制動・推進区間および Fz の pre 期、post 期および全

立脚期の積分値を算出した。COP 移動速度は足長で

正規化した。 

関節点の三次元座標から骨盤・下肢関節角度を算

出し、股関節屈曲/伸展運動の立脚期および遊脚期

関節可動域（ROM）を評価した。左右差（義足健足差）

は、必要な指標についてのみ補助的に評価した。 

３．結果 

３－１．COP移動速度と床反力 

3人に共通して、義足のCOP移動速度（図1左）は、

健足（図 1 右）に比べて小さい傾向を示した。Normal

条件における義足側の COP 移動速度は、ID02 No 

Comp.で約 167 [%FL/s]、ID03 Comp.で約 173 [%FL/s]

であり、ID01 Mech.の約 134 [%FL/s]を上回った。Slow

条件では ID02 と ID03 の値がともに約 135 [%FL/s]ま

で低下した。一方、ID01 では速度条件間の変化が小

さかった。 

 

 

Normal 条件の義足側 Fz 積分値は、ID01 では pre

期（図 2 左）が post 期（図 2 右）より大きかったのに対

し、ID02 No Comp.および ID03 Comp.では post 期が

pre 期を上回った。pre 期では義足側に比べて健足側

への荷重が大きい傾向であったが、post 期でその差が

小さくなる傾向であった。 

義足に対する健足比を示す非対称性指数 ASI%（3）

は、Normal条件の全立脚期 Fz積分値に関して，ID01

では 14.78、ID02 No Comp.では 8.21，ID03 では 11.37

図 1．義足・健足別にみた COP 移動速度参加者内平

均値の歩行速度条件間比較．棒グラフは 3 名の平均
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であった。また、Slow条件に関して，ID01 では 13.16、

ID02 No Comp.では 5.66，ID03 では 7.27であった。 

 

３－２．関節運動と健足義足間差 

立脚期股関節 ROM の ASI%（図 3 左）は、ID02 No 

Comp.および ID03 Comp.で比較的小さく、ID01Mech.

で顕著に大きかった。遊脚期のASI%（図3右）は、ID01

でほぼ 0 に近く、ID02 と ID03 で立脚期とほぼ同程度

であった。 

 

Normal条件の立脚期股関節角度の健足義足差（健

足側-義足側）は、ID01 で最大角+11.09°、最小角-

3.97°であり、健足側の屈曲角度が大きく、義足側の

伸展角度が小さかった。ID02 No Comp.では健足義足

差が小さく、最大角+1.50°、最小角+2.72°であった。

ID03 では、最大角+9.70°、最小角+10.66°であり、

健足側屈曲角度と義足側伸展角度が大きかった。 

４．考察 

本研究の 3 名の Fz 積分値の非対称性は、先行研

究(3)の複数の歩行速度で共通して ASI が 50%以上で

あることに比べて顕著に小さく、健常者の値（10%未満）

と同程度かやや大きい程度であった。実験時のインタ

ビューにおいて、3 名全員が腰痛や膝痛などの運動器

疾患の訴えを報告しなかった。これらの結果から、本

研究の参加者は、歩行の非対称性が比較的小さく、

明らかな運動器症状を伴わない歩行特性を有してい

たと考えられる。 

ID02 No Comp.と ID03 Comp.では、比較的高い

COP 移動速度と、Fy の制動・推進の切り替え後にお

ける鉛直床反力積分値の義足側維持が共通して認め

られた。両者は異なる膝継手制御条件で歩行しており、

良好と観察された歩行が単一の制御方式や完全な左

右対称性だけで特徴づけられない可能性がある。一

方で、コンピュータ制御なしの ID02歩行が、コンピュー

タ制御ありの ID03 と同程度の高い COP移動速度と立

脚後期の義足荷重を示した点は、非常に興味深い。 

COP 速度のみから移動方向や膝折れリスクを判断

することはできないので、今後は膝折れリスクを評価で

きる指標の解析が必要である。 

対象者が 3 名と少なく、制御条件の比較も ID02 の 1

名に限られることから、今回の結果は探索的な知見で

ある。教師モデルの構築には、義足側の荷重支持、制

動・推進特性、COP 移動および関節運動を組み合わ

せた評価が必要と考えられる。 

５．結論 

大腿切断者の歩行学習教師モデルの候補指標とし

て、健足義足対称性に加え、義足側の COP移動速度、

床反力の時間的配分および股関節運動を評価する有

用性が示唆された。 
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図 2．Normal 条件における pre・post 期別にみた Fz 積

分値参加者内平均値の義足と健足間比較．棒グラフ

は３名の平均値． 

図 3．立脚・遊脚期別にみた股関節 ROM の ASI%参加

者内平均値の歩行速度条件間比較 
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大腿切断者の膝折れを生じない歩行様式の獲得を支援するフィードバックシステ

ムの開発 

○菊地倫太朗 1) 

1)東京農工大学大学院工学府機械システム工学専攻 

 

１．はじめに 

大腿義足使用者では、立脚初期に膝関節が屈曲方

向のモーメントを受けると膝折れが生じ、転倒の原因と

なる。足底の体性感覚を失った使用者は、荷重位置の

変化を足で知覚できず、特に義足に不慣れな初心者

ほど危険な歩行に気づきにくい。下肢切断者では体

性感覚の喪失が歩行の非対称や転倒リスクにつながり

[1]、足底圧を振動で返すFB で歩行速度やバランス指

標が改善したとの報告がある[1,3]。大腿義足向けにも、

歩行相に基づく触覚 FB が提案されている[5]。一方、

多くの研究は小規模・短期間の評価で、効果の個人

差も大きい[1,2]。また、FB の効果は経験の浅い使用

者でより大きい可能性が指摘されている[2]。そこで本

研究では、足底圧センサ（FSR）インソールで足底圧中

心（COP）の前後位置をリアルタイムに計測し、歩行の

状態を聴覚で知らせるフィードバック（FB）装置の開発

を進めている。本稿では、FB 指標の検討状況と装置

の構成について、これまでの進捗を報告する。 

２．方法 

２－１．FB 装置 

装置は、踵・母趾球（M1）・小趾球（M5）・つま先の 4

点に FSR を配したインソール（足底圧インソールのリア

ルタイム応用[4]）、ESP32（サンプリング 100 Hz）、およ

びブザーで構成する（Fig. 1）。FSR 出力を区分線形式

で kgfに変換し、荷重が 0.5 kgfを超えた点を接地とみ

なす。踵接地は踵荷重、離地は 4 点の合計荷重で検

出する（つま先センサは離地検出のために残す）。 

ESP32 は、M1 と M5 のうち先に荷重が 0.5 kgf を 3

サンプル連続で超えた時点から、踵荷重が 0.5 kgf 以

下になった時点までの時間（フットフラット時間）を計測

する。離地後に、この時間が目標値より長ければ、トラ

ンジスタを介してブザーを鳴らす。目標値は PC で設

定する。 

 
Fig. 1  Configuration of the FSR insole and FB device, and 

definition of the foot-flat time (schematic) 

FB の指標には、M1・M5の接地から踵離地までのフ

ットフラット時間を用いる。大腿義足では、COP が膝関

節中心より後方にある間は膝に屈曲モーメントがかか

って膝折れの危険が高く、COPが膝を越えて前進する

とモーメントは伸展側へ移る。フットフラット時間は荷重

が踵から前足部へ移るまでの時間であり、短いほど

COP が速く前進すると考えた。この時間は荷重の有無

だけで求まるため、COP 位置の算出より装置を簡便に

できる。目標は、各使用者の FB なし歩行での平均時

間の 80％（20％短縮）とし、離地ごとに目標を超えたと

きにブザーを鳴らす。FBは次の歩行への予告、または

歩行の再学習に用いる。 

２－２．計測と解析 

義足使用者 3 名（ID01：右・初心者、ID02：右・熟練

者、ID03：左・初心者）に通常（N）とゆっくり（S）の歩行

をさせ、モーションキャプチャ（200 Hz）とフォースプレ

ートで計測した。膝関節モーメントは、COPと膝関節中

心の位置および床反力から求め、体重で正規化した

（Nm/kg、伸展を正）。立脚 30〜60％の平均を用いた。

フットフラット時間は、足部マーカーの高さから、M1 ま

たは M5 のマーカーが立脚中の最低位置から 1.5 cm

以内になった時刻から、踵マーカーが 1.5 cm 以上持

ち上がった時刻までとした。COP 前進速度は、同区間

の COP 前後位置の回帰直線の傾きとした。外れ値 2

試行を除く義足側 25試行（N 12、S 13）を解析した。 
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３．結果 

３－１．フットフラット時間と膝モーメント 

義足側のフットフラット時間と膝モーメントの被験者

平均を Table 1 に示す。フットフラット時間が短い ID01

で伸展モーメントが大きく、長い ID03 で小さかった。全

25試行では両者に負の相関がみられ（Fig. 2、r=−0.77、

p<0.001）、N 条件のみでは r=−0.56（n=12、p=0.06）と

弱まった。フットフラット時間は COP 前進速度とも負の

相関（r=−0.70）にあり、時間が短いほど COP が速く前

進していた。 

Table 1  Gait measures of the prosthetic side (subject 

means; knee moment: mean over 30-60% stance; n/a: not 

defined) 

ID Side Foot-flat, mocap 
[ms] 

Knee moment 
[Nm/kg] 

Foot-flat, FSR 
[ms] 

01 R 176 +0.67 n/a 
02 R 334 +0.48 218±39 
03 L 368 +0.15 171±57 
 

ただし、被験者内では一様でない。被験者内で有

意な負の相関を示したのは ID03 のみ（r=−0.85、n=8、

p=0.01）で、ID01（r=−0.08、n=7）と ID02（r=−0.12、

n=10）はほぼ無相関であった。全体の相関は、被験者

間の差と、ゆっくり歩行（S）で時間が延びてモーメント

が小さくなる差に大きく依存している。 

 
Fig. 2  Foot-flat time and knee moment of the prosthetic 

side (knee moment: 30-60% stance; filled: N, open: S) 

３－２．FSRによるフットフラット時間 

FSRで測った義足側のフットフラット時間は、ID02 で

218±39 ms、ID03 で 171±57 msであった（Table 1）。

ID01 では、踵と M1/M5 の荷重が重ならない立脚があ

り、窓を定義できなかった。FSR の値は、マーカーから

求めた値（ID02 334 ms、ID03 368 ms）より短く、大小も

逆であった。接地の定義と計測日が異なるため、今後

は同時計測で対応を確認する。また、目標の 20％は

数十 ms にあたり、10 ms 間隔のサンプリングによる誤

差が無視できない。 

４．考察と今後 

フットフラット時間が短いほど膝の伸展モーメントが

大きい傾向は、時間の短縮を FB の目標とする根拠の

一つになりうる。一方、この関連は被験者間の差と S条

件に大きく依存し、通常歩行の個人内では ID01 と

ID02で確認できなかった。時間を短縮すれば膝モーメ

ントが増えるという因果は未検証で、3 名のデータだけ

では一般化できない。目標を 20％短縮とした根拠も、

今後検討が必要である。 

なお、ID03 の左つま先センサは故障しており、この

被験者の離地はつま先を含めずに検出した。 

今後は、膝関節を固定した装具を装着した健常者

を対象に、FB群と対照群の 2群並行試験を行う。振動

FB では馴化の可能性が指摘されており[1]、FB の効

果と慣れを分けるために対照群を置く。全員が、基準

（FB なし）、介入（FB群のみ FB あり）、保持（FB なし）

の 3ブロックを 10試行ずつ歩き、基準からのフットフラ

ット時間の変化を主指標、膝モーメントの変化を副指

標として評価する。 
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高齢者の歩行能力向上支援フィードバックシステムの評価： 

蹴り出し力と足部クリアランスの関係 

○永山諒 1)、小笠原聡 2)、田中秀幸 3)、 

1)東京農工大学工学部機械システム工学科 

2)東京農工大学大学院生物システム応用科学府 

3)東京農工大学大学院工学研究院健康科学部門 

１．はじめに 

高齢者の転倒は、骨折や入院を契機とした身体活

動量の低下や要介護状態につながるため、転倒予防

は QOL維持において重要な課題である。転倒原因の

一つとして、加齢に伴う歩行機能の低下により足部が

十分に挙上せず、段差などに躓くことが挙げられる。そ

のため、遊脚期の足部クリアランスの確保は、躓き回避

の鍵となる。足部クリアランスを確保するには下肢全体

を挙上する方法が考えられるが、過度な下肢挙上は歩

行時の安定性を損なうリスクがある。そこで、立脚後期

の蹴り出し（Push-off）に着目した。蹴り出し時の足関節

運動および力発揮を促すことで、遊脚期の足部運動

に影響し、足部クリアランスの確保につながる可能性

がある。 

Ogasawara らは、聴覚フィードバックを用いて Push-

off を強化する高齢者向け歩行能力向上支援システム

を構築した。（１）その有効性を検証するには、フィードバ

ックが蹴り出し時の足関節運動および力発揮に及ぼす

影響を定量化する必要がある。 

本研究では、高齢者を対象とした歩行能力向上支

援フィードバックシステムの有効性を評価し、フィード

バックによる蹴り出し動作の変化と足部クリアランスとの

関係を明らかにすることを目的とする。本学会発表で

は、その第一段階として、通常歩行条件およびフィー

ドバック条件における足関節角度ならびに足関節モー

メントを算出し、フィードバックが蹴り出し時の足関節運

動および力発揮に及ぼす影響を検討する。 

 

２．実験方法および解析手法 

高齢者 32 名が、同意書に署名した後、歩行実験に

参加した。参加者は通常歩行条件（Normal）および聴

覚フィードバック条件（AFB）で、10 m の直線歩行路を

それぞれ 10 回歩行した。モーションキャプチャシステ

ムを用いて歩行動作を、フォースプレートを用いて床

反力を計測した。マーカー欠損や計測異常が確認さ

れた試技を除外し、有効な試技を解析対象とした。 

モーションキャプチャおよび床反力の計測座標系を

国際バイオメカニクス学会（ISB）準拠の座標系に変換

し、床反力作用点（COP）および下肢マーカー座標を

用いた逆動力学計算により足関節の屈曲・伸展軸周り

の回転モーメントを算出した。足関節の屈曲・伸展角

度は、下腿セグメントと足部セグメントの相対角度から

算出し、静止立位時を 0°として補正した。底屈方向を

正、背屈方向を負とした。足関節モーメントは体重で

正規化し、N・m/kg で表した。各波形を踵接地からつ

ま先離地までの立脚期時間で正規化し、条件間で比

較した。また、足関節モーメントの最大値を算出し、条

件間で比較した。 

本学会発表では、実験に参加した 32 名のうち 10 名

分のデータを抽出し、解析結果を報告する予定である。

なお、抄録作成時点では 3 名分の解析が完了してお

り、残り 7名についても発表当日までに解析を進める。 

 

３．結果と考察 

Fig.1 は，ある 1名の参加者における足関節モーメン

トおよび足関節角度の10試技平均パターンである．足

関節角度は，立脚初期に底屈方向へと変化した後，

背屈方向へと移行し，立脚後期には再び底屈方向へ

変化した．一方，足関節モーメントは立脚中期から後

期にかけて底屈方向に増加した．足関節モーメント最

Fig. 1 Ankle joint moment and angle during 

the stance phase under the Normal and 
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大値は，立脚期の 80％付近で観察され，そのタイミン

グは条件間でほぼ一致していた．また，これらの傾向

は，３名の参加者に共通していた． 

 
Fig.2は，立脚期の80％付近で観察された足関節モ

ーメント最大値（すなわち最大の底屈力）の 10 試技平

均値を条件間で比較したものある．Normal条件と比較

して，AFB 条件において参加者内平均値は，参加者 A，

B，Cでそれぞれ約 5.1％，5.0％，15.7％増加した． 

 
これらの結果から、AFB は通常歩行の足関節運動

パターンを大きく変化させず、立脚後期の蹴り出しを

強化する可能性が示唆された。今後、学会発表に向

けて追加の 7 名を解析し、計 10 名において同様の傾

向が認められるか検証する。 
 

４．結言 

現時点で解析が完了した 3 名では、AFB 条件にお

いて最大足関節モーメントの増加傾向が共通して認め

られた。本学会発表では、解析対象を 10 名に拡大し

てフィードバックによる蹴り出し動作への影響を検証す

る。さらに、本研究全体では残りの参加者についても

解析を進め、蹴り出し動作と足部クリアランスとの関係

を明らかにすることを目指す。 

 

５．文献 

(1) Ogasawara, S., Yokoyama, H., and Tanaka, H. 
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高齢者の認知・身体機能改善を目的とした 
パーソナライズド・エクサゲーミングシステムの開発と効果検証：予備的検討 

○宋 世敏 1)2)、川田裕次郎 1)3)、中村美幸 3)4)、黄田常嘉 1)3)5) 

1)順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科， 

2)順天堂大学健康総合科学先端研究機構・ジェロントロジー研究センター，3)順天堂大学スポーツ健康科学部， 

4)国立精神・神経医療研究センター，5)順天堂大学医学部精神医学教室 

１．はじめに 

近年の高齢化の進行に伴い、軽度認知障害（Mild 

Cognitive Impairment：MCI）では、認知症への移行を

見据えた早期介入の重要性が高まっている。MCIでは

認知機能低下に加えて歩行やバランスなどの身体機

能低下を伴う場合があり、認知領域と身体領域の両面

に機能する介入の開発が求められている。 

エクサゲーミングは、ゲームを用いて運動と認知活

動を同時に誘発でき、即時的なフィードバックやゲー

ム性によって参加意欲を高めながら認知・身体機能を

刺激できる利点がある。先行研究では、全般的認知機

能、実行機能、注意、視空間機能への有用性が報告

されている（Stojan & Voelcker-Rehage, 2019）。 

しかしながら、高齢者では認知機能、身体機能およ

び運動への耐性において個人差が大きい。一定の難

易度を用いる従来型エクサゲーミングでは、課題が難

しすぎる、あるいは容易すぎることで、課題への適合性

や継続性 が低下す る可能 性 が 指摘され て い る

（Dieckelmann et al., 2022; Kunrit et al., 2025）。 

こうした課題に対応できる手法として、課題難易度を

逐次調整する「動的難易度調整（Dynamic Difficulty 

Adjustment：DDA）」がある。DDA は、正答率や反応時

間などの課題成績に応じて難易度を逐次調整し、過

大・過小な負荷を避けながら適切な挑戦水準を維持

する方法である。個人の能力に合わせた身体的およ

び認知的負荷の設定が可能となり、安全性、課題適合

性および継続性の向上が期待される。 

そこで本研究は、正答率および反応時間に基づい

て難易度をリアルタイムに調整する DDA型パーソナラ

イズド・エクサゲーミングシステムを開発した。本システ

ムを通して、高齢者の認知・身体機能の個人差に対応

した個別化介入の実現を目指し、MCI を含む高齢者

の認知・身体機能の維持・改善に資することが期待さ

れる。 

今回は第１フェーズとして、システムの開発と実用・

実施可能性の検討を主目的とした。主要評価指標とし

てゲームパフォーマンスと運動負荷を評価し、副次評

価指標として単回介入前後の認知機能を評価した。 

２．方法 

２－１．対象者 

成人 6 名（年齢：26.33±3.14歳）を対象に、DDA群、

静的難易度調整（Static Difficulty Adjustment：SDA）

群、対照群（CON群）の 3群に各 2 名を割り付けた。 
２－２．実験手順 

単回介入実験として実施した。DDA 群では動的難

易度調整エクサゲーミング、SDA群では固定難易度エ

クサゲーミングを実施し、CON群ではエクサゲーミング

を実施しなかった。DDAでは正答率と反応時間からパ

フォーマンスを評価し、刺激条件、課題速度、回答時

間、身体動作および二重課題等をリアルタイムに調整

した。介入中は心拍数（HR）および自覚的運動強度

（RPE）を測定した。 

２－３．評価指標 

主要評価指標であるゲームパフォーマンス指標、ゲ

ームの正答率、正答試行における平均反応時間、お

よび DDA 群における視覚負荷（VLoad）・記憶負荷

（MLoad）の推移を算出した。運動負荷指標として運動

中 HRおよび RPE を評価した。認知機能の指標として、

の 4つを介入前後に実施した。１つ目は、Trail Making 

Test（TMT）：視覚探索、注意、情報処理速度および認

知的柔軟性を評価した（日本高次脳機能障害学会 

Brain Function Test 委員会，2019；Sánchez-Cubillo et 

al., 2009）、2 つ目は Stroop 課題：選択的注意および

抑制機能を中心とする実行機能を評価した（Stroop, 

1935；箱田・渡辺・松本，2020）、3 つ目はRey Auditory 

Verbal Learning Test（RAVLT）：言語性学習、即時・遅

延記憶および保持機能を評価し、4 つ目は Total 

Learning 、 Immediate Recall 、 Delayed Recall （ Rey, 

1964；若松・穴水・加藤，2003）であった。 

２－４．分析方法 

ゲーム遂行指標および HRは記述統計により評価し

た。認知機能については介入後－介入前の変化量を

算出し、各群 2 名のため、群サイズを 2/2/2 に固定し

た全 90 通りの精確置換検定により 3 群を探索的に比

較した。η²を効果量として算出し、8つの認知指標の p

値には Holm法による多重比較補正を行った。 
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３．結果 

6 名全員が予定した実験手順および HR・RPE 測定

を完遂し、DDA システムを含む実験実施に重大な支

障は認められなかった。 

主要評価指標を図 1a-b に示した。ゲーム正答率は

DDA群 81.1±4.1％、SDA群 95.2±1.0％、正答時反

応時間は 3001±342ms、1130±217msであった。DDA

群では、VLoad が 3～7、MLoad が 1～7または 8へ上

昇し、難易度が段階的に高まる中でも正答率は約

80％に維持された。一方、SDA 群では固定難易度下

で高い正答率と短い反応時間を示した。 

運動負荷指標を図 1cに示した。運動中平均 HRは

DDA 群 102.5±23.2bpm、SDA 群 100.7±18.3bpm、

CON群 80.8±0.6bpmであり、両エクサゲーミング群で

運動に伴う心拍応答が確認された。連続的な HR測定

も全対象者で実施可能であった。 

副次評価指標である認知課題を図 1d-e に示した。

TMT 平均反応時間の変化量に群間差は認められな

かった（p=.667）。Stroop 平均反応時間は DDA 群＋

11.91±45.42ms、SDA群＋138.45±95.70ms、CON群

－32.61±7.29ms で（p=.067、Holm 補正後 p=.533）、

正答率にも群間差はなかった（p=.333）。RAVLT Total 

Learningは DDA群＋6.0±4.2 点、SDA群－1.5±3.5

点、CON 群－12.0±4.2 点で、DDA 群で改善傾向が

みられた（p=.067、Holm 補正後 p=.533、η²=.871）。

Immediate Recall および Delayed Recall についても

DDA群のみが維持または向上を示したが、Holm 補正

後に有意差は示されなかった。 

４．考察 

本第１フェーズでは、DDA 型ゲームが参加者の遂

行に応じて負荷を段階的に上昇させながら継続して実

施できることが確認された。DDA 群では SDA 群より正

答率が低く反応時間が長かったが、これは個人の遂行

に応じて課題負荷が上昇したことを反映している可能

性がある。特に、VLoad およびMLoad が上昇する中で

も正答率が約 80％に維持されたことは、一定の挑戦水

準を保つDDAの基本機能が作動したことを示唆する。 

また、DDA 群および SDA 群では運動に伴う心拍数

の上昇がみられ、ゲーム遂行と生理的応答を連続測

定する実験手順の実施可能性も確認された。認知機

能では TMTおよび Stroopに DDA群の一貫した有意

差は認められなかったが、RAVLTでは Total Learning、

Immediate Recall、Delayed Recall のすべてで DDA群

が維持または向上傾向を示した。ただし、各群 2 名で

あるため、これらは副次的および探索的な結果として

慎重に解釈する必要がある。 

本研究の限界として、各群 2 名と少数であること、個

人差が結果に大きく影響すること、対象者が成人で最

終的な対象である高齢者・MCI 者とは認知・身体特性

が異なること、さらに単回介入のため長期的効果を判

断できないことが挙げられる。今後は MCI を含む高齢

者を DDA群、SDA群、CON群に割り付け、長期介入

を実施し、安全性・継続性に加えて、認知機能、身体

機能、身体活動、心理・気分状態、日常生活機能への

効果と持続性を検証する必要がある。 

５．結論 

DDA 型パーソナライズド・エクサゲーミングシステム

は、参加者の遂行に応じた課題負荷の調整を行いな

がら実施可能であり、ゲーム遂行指標および心拍数を

連続的に取得でき、DDA型パーソナライズド・エクサゲ

ーミングシステムの実用・実施可能性が確認された。

認知機能では言語学習・記憶に改善傾向が得られた。

今後、十分な対象者数を確保した高齢者介入研究に

より、その有効性と持続性を検証する必要がある。 

------------ << 連絡先 >> ------------ 

宋 世敏 
順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科 
〒270-1695 千葉県印西市平賀学園台 1-1 
E-mail: sh4225009@juntendo.ac.jp

図 1．各群におけるゲームパフォーマンス指標、運動負荷指標、認知機能の指標の変化
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ヒト海馬を標的とした時間干渉電気刺激による運動系列獲得過程の修飾 

○関口善公 1)，川添隆伸 2)，金子直嗣 3)，中澤公孝 3)，栁澤琢史 2)，横山光 1) 2) 

1) 東京農工大学，2) 大阪大学，3) 東京大学 

 

１．はじめに 

運動学習は，スポーツや楽器演奏における新しい

動作技能の獲得，神経疾患患者の運動機能回復に重

要である．特に，今後日本では高齢化が進み 1)，それ

に伴ってリハビリテーションの需要増加が予想される．

したがって，運動学習を効率的に促進する方法の確

立が求められる． 

この運動学習について，記憶に重要な脳領域であ

る海馬が重要な役割を果たす可能性がある．具体的

には，練習によって得た運動記憶が海馬で一時的に

保持され，それが休息中に再生(replay)されることで長

期記憶として身につく可能性が示唆されつつある 2.3)．

したがって，この海馬の機能を促進することが，運動学

習の促進につながると考えられる． 

先述した海馬の機能を促進する一つの方法として，

電気刺激があげられる．しかし従来，電気刺激で脳表

層の機能調節を行った例はあったものの 4)，海馬のよう

な脳深部を標的とした電気刺激は困難とされていた． 

こうした課題に対し，近年提案された時間干渉電気

刺激（TIS）は，周波数の異なる高周波電流を頭皮上か

ら加え，その干渉によって脳深部を非侵襲的に刺激す

る手法である 5)．そこで本研究では，TIS を用いて海馬

を刺激し，運動系列学習を促進できるか検討した． 

２．時間干渉電気刺激の電場シミュレーション 

２-1．方法 

まず，両側海馬を標的とする刺激電極配置を構築し

た．14 名の MRI データから作成した個別頭部モデル

を用いて，TIS の電場シミュレーションを行った．

Violante らの先行研究 5)による左海馬を標的とした 4電

極配置を左右に拡張し，両側海馬を標的とする 8電極

配置とした（図 1）．4つの電極対にはそれぞれ 2.5 mA

の電流を印加し，海馬を含む 9 つの脳領域について

干渉波エンベロープの平均値を算出した． 

２-２．結果 

電場シミュレーションの結果を図 2 に示す．両側海

馬に大きな干渉波エンベロープが生じていた．各領域

を定量的に比較すると，海馬の干渉波エンベロープは，

他の深部領域および皮質領域と比較して有意に大き

かった（図 3，p < 0.05）．以上より，本電極配置による

両側海馬を標的とした刺激設計の妥当性が示された． 

 

 

図 1. 海馬を標的とした時間干渉電気刺激の概念図 

 

図 2. 時間干渉による包絡電場の空間分布 

 

図 3. 脳領域別の包絡電場の強度 

 

３．時間干渉電気刺激が運動学習に及ぼす影響 

３-1．方法 

次に，前節で構築した TIS を用いて，右利きの健常

成人 64 名を対象に運動系列学習課題を実施した（最

終目標 120 名）．参加者は左手で「4-1-3-2-4」の系列

を 10.5秒間繰り返し入力し，10.5秒間休息する課題を

25セット行った．参加者は，5 Hz刺激を行う群（n = 21），

130 Hz刺激を行う群（n = 22），偽刺激群（n = 21）の 3

群に分けた． 



 

 40 

学習成績は，タイピング速度に加え，セット内の速度

変化とセット間の速度変化で評価した． 

３-２．結果 

タイピング速度は課題の進行とともに有意に増加し，

運動系列学習が確認された（図 4，p < 0.001）．また，5 

Hz群では各セット開始時のタイピング速度が速い傾向

がみられた．そこで，セット内およびセット間の速度変

化を定量的に評価するためセット内およびセット間の

速度変化を比較した（図 5）.  1 から 25セットの学習全

体を通して，5 Hz 群では偽刺激群と比較して，休息を

挟んだセット間の速度増加が大きい方向に（d = 0.60），

各セット内では速度低下が大きい方向に（d = −0.64）

中程度の効果量がみられた．さらに，速度上昇がプラ

トーに達した学習後半（10～25 セット）に限定して解析

したところ，5 Hz群では，休息を挟んだセット間の速度

増加が偽刺激群と比較し て有意 に 大 き か っ た

（Bonferroni 補正後 p = 0.037, d = 0.79）．また，セット

内の速度低下も，5 Hz 群で偽刺激群と比較して有意

に大きかった（Bonferroni 補正後 p = 0.038, d = -0.79）． 

 

 
図 4. 各刺激条件におけるタイピング速度の推移 

 

図 5. セット内，セット間の速度変化の推移 

 

４．結言 

本中間解析では，5 Hz 刺激により運動系列学習の

進行が変化する可能性が示された． 特に，5 Hz 群で

は休息後のセット開始時にタイピング速度が高く，セッ

ト間の速度増加が大きかったことから，海馬刺激は単

に運動学習全体を促進するのではなく，休息後に直

前までに形成された運動記憶を利用する過程を促進

した可能性が示唆された．これは，海馬が運動系列学

習における運動記憶の形成・利用に関与することを，ヒ

トにおける非侵襲的脳刺激によって因果的に支持する

知見である．さらに，このような学習過程の変調は，神

経科学的な意義に加えて，短時間の運動課題におけ

るパフォーマンス向上を支援する技術への応用につな

がる可能性がある． 
今後，目標人数までデータを収集し，海馬刺激によ

る学習促進効果を検証する．さらに，今回認められた

休息後のセット開始時におけるパフォーマンス向上が，

最終的な運動記憶の定着や長期的な学習効果にどの

ようにつながるかを検討する必要がある． 
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音声ピッチと話者性別が記憶成績に与える影響 

○田畑音藍 1)、木藤友則 1、)松岡唯人 1)、根本さくら 1)、水野基樹 1) 

1)順天堂大学大学院スポーツ健康科学研究科

１．はじめに 

人間のコミュニケーションは言語情報と非言語情報

の相互作用によって成立しており、非言語情報には表

情や身振りなどの視覚的要素に加え、話速、抑揚、ピ

ッチといった音声の聴覚的要素が含まれる（赤木 , 

2010）。同じ内容を伝えていても、どのような声で話す

かによって受け手の理解は変化する。実際に、発話速

度や声の高さは聞き手による話し手の特性推論に影

響し（橋本・古屋, 2019）、ピッチに変化をつけた音声

は、ピッチが平板な音声に比べて聞き手の注意を高め、

内容の再生・再認成績を向上させることが報告されて

いる（Rodero et al., 2017）。営業や教育、スポーツ指導

などの実践場面では、内容を伝えるだけでなく、相手

がその情報を正確に記憶・識別できるかが重要となる。 

音声特徴のうちピッチは、聞き手が言葉の意味を理

解する以前に知覚できる手がかりであり、話し手の感

情や態度の推定に用いられる（Banse & Scherer, 

1996）。高周波数成分を含む音声刺激は聴覚野に加

えて前頭前野の活動を促進することが報告されている

（Zatorre, 2001）一方で、低い声は信頼感や安心感と

いった印象を与えやすい（橋本・古屋, 2019）。さらに、

男性と女性では声の基本周波数帯域が異なり、同じ高

さの声であっても話者の性別によって受け取られ方が

異なる（田中, 2022）。しかし、声の高さが記憶成績に

及ぼす影響を、話者の性別を考慮して検討した研究

は十分に行われていない。 

そこで本研究は、音声のピッチと話者の性別が、信

号検出理論に基づく記憶感度の指標であるDプライム

（d′）に与える影響を明らかにすることを目的とした。 

２．方法 

２－１．対象者 

順天堂大学スポーツ健康科学部に在籍する男子大

学生 10 名（21.8±0.6）を対象とした。対象者は全員、

自己申告上、聴覚障害や重度の注意機能障害を有し

ていなかった。参加に際しては、研究の目的、手続き、

任意性およびプライバシーの保護について口頭と文

書で説明した。 

２－２．刺激および課題 

日常的な名詞 50 語から構成した単語リストを用い、

再認課題を実施した。音声刺激は音声合成ソフトウェ

ア VOICEVOX で作成し、音響編集ソフト Audacity を

用いて、話速、抑揚、間を変えずにピッチのみを加工

した。ピッチは、男性音声を高条件 150Hz・低条件

90Hz、女性音声を高条件 250Hz・低条件 170Hz とし、

日常会話の音域から逸脱せず、かつ明確な差を知覚

できる範囲に設定した。音量は 70dB に統一した。 

２－３．手続き 

話者の性別（男性・女性）とピッチ（高・低）を組み合

わせた 4 条件（男高、男低、女高、女低）を設定し、こ

の順序で実施した。条件間には 5 分間の休憩を設け

た。各条件は記憶フェーズと再認フェーズで構成した。

記憶フェーズでは 50 語を 1 語ずつ音声で提示し、で

きるだけ覚えるよう教示した。再認フェーズでは、既出

語 25 語と未出語 25 語をランダムな順序で提示し、各

語を聞いたかどうかを二択で回答させた。 

 
図 1．本研究の概念図 

２－４．分析方法 

回答をHit、Miss、False Alarm、Correct Rejection の

4種類に分類し、Hit率と False Alarm率をそれぞれ z

値に変換した差から d′を算出した（Green & Swets, 

1966）。d′が高いほど、既出語と未出語を明確に区別

できていることを示す。条件ごとに d′の平均値と標準

偏差を求め、話者の性別ごとにピッチ条件間で比較し

た。 

３．結果 

各条件における d′の平均値と標準偏差を表 1 に

示す。男性音声では低ピッチ条件（1.74）が高ピッチ条

件（1.69）をわずかに上回り、その差は 0.05 であった。

女性音声では高ピッチ条件（1.64）が低ピッチ条件

（1.42）を上回り、その差は 0.22 であった。4条件のうち

最も低かったのは女低であり、最も高かった男低との

差は 0.33 であった。 
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また、標準偏差は女性音声条件（高 0.63、低 0.65）

が男性音声条件（高 0.36、低 0.44）よりも大きく、女性

音声では参加者間のばらつきが大きかった。 

表 1．各条件における d′の平均値と標準偏差 
話者 ピッチ 平均値 標準偏差 
男性 高 1.69 0.36 
男性 低 1.74 0.44 
女性 高 1.64 0.63 
女性 低 1.42 0.65 
※男性・女性は話者（音声）の性別を示す（n = 10） 

４．考察 

本研究の結果から、記憶に残りやすい声の高さは、

話者の性別によって異なる可能性が示された。 

男性音声で低ピッチ条件の d′が高かった背景とし

て、低い男性の声が落ち着きや信頼感を与えやすいと

いう社会的印象（橋本・古屋, 2019）が考えられる。安

心して聞ける状態では聴取者の注意が内容に向きや

すく、語がより明確に記銘された可能性がある。一方、

高い男性の声は注意を引きやすい反面、急かされて

いる印象や緊張感を生じさせ、記銘に不利に働いた

可能性がある。ただし、両条件の差はわずかであり、

解釈には慎重さを要する。 

女性音声で高ピッチ条件の d′が高かったことにつ

いては、高い女性の声が明るく親しみやすい印象を与

え、ポジティブな情動が注意の持続や記銘を促した可

能性（Banse & Scherer, 1996）、および高ピッチ音声の

聴覚的な顕著性が符号化を促進した可能性（Zatorre, 

2001）が考えられる。また、女性の低い声は冷たい、怒

っているなどと受け取られる場合がある（田中, 2022）。

女性音声条件で個人差が大きかったことは、声に対す

る好みや印象の違いが記憶成績に反映された可能性

も考えられる。ただし、本研究では安心感や親しみや

すさといった心理的印象を直接測定していないため、

これらの解釈は推察にとどまる。 

これらの結果は、営業、教育、スポーツ指導、医療

などの対人場面において、話す内容だけでなく声の使

い方に配慮することの重要性を示唆している。例えば、

注意を引きたい導入場面と、正確に記憶してほしい情

報を伝える場面とで、声の高さを意識的に使い分ける

ことが有効である可能性がある。 

本研究の限界として、対象者が男子大学生 10 名に

限られていること、条件の提示順序を統一したため順

序効果や疲労の影響を排除できないこと（特に最終条

件である女低の成績には疲労や慣れの影響が含まれ

ている可能性がある）、合成音声を用いたため自然な

会話とは異なること、統計的検定を行っておらず探索

的な検討にとどまることが挙げられる。今後は、女性や

異なる年齢層を含む多様な対象者、実在話者による

自然音声、遅延再認課題を用いた検討に加え、好感

度や安心感などの主観的評価と d′との関連を検討

する必要がある。 

５．結論 

再認課題と信号検出理論を用いて検討した結果、

男性音声では低ピッチ条件、女性音声では高ピッチ

条件で記憶感度が高い傾向がみられ、女性の低ピッ

チ条件で最も低かった。声の高さは印象形成にとどま

らず、情報の記憶にも関与する要因である可能性が示

唆された。 
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触知ピクトグラムの立体化法が触知案内図の理解度に及ぼす影響 

○水戸和幸 1)、高山直人 2)、佐野なつき 1)、清水美玖 1)、水野統太 1)、板倉直明 1) 

1)電気通信大学大学院情報理工学研究科,  2)電気通信大学情報理工学域 

 

１．はじめに 

平成 18 年のバリアフリー新法の施行以降，駅や役

所などの公共施設や公共交通機関には，視覚障害者

や弱視者の移動を支援するために，触覚記号や点字

が施された触知案内図が設置されている．その中で，

トイレ，エレベーターなどの施設名は点字により記載さ

れている．しかし，米国や日本における点字の識字率

はわずか 10％程度であるため，触覚を用いた他の情

報伝達手段も検討する必要がある． 

我々は，点字の理解が困難な視覚障害者向けの触

覚ピクトグラムに着目してきた 1）．ピクトグラムとは，視覚

的な図形記号を通じて情報を伝える誘導用の記号で

あり白地に黒図が一般的である．触覚ピクトグラムは黒

図の部分を凸化した，触れて理解できるピクトグラムで

ある．しかし，標準的なピクトグラム（JIS Z8210）は視覚

的に容易に識別できるよう設計されているため，触覚

によって容易に識別できるピクトグラムを検討する必要

がある． 

本研究の目的は，触知案内図上に設置された触知

ピクトグラムの立体化法が, 触知案内図の理解度に及

ぼす影響を明らかにすることである． 

２．方法 

２－１．触知ピクトグラムと触知案内図 

本研究では, 先行研究 1)をもとに公共施設の案内図

に登場する頻度が高い 10 種類のピクトグラム（サイズ

は縦横 30×30mm）用いた．浮き出し方法は，全体を 一

様に浮き出した方法（タイプ 1）, 構成要素ごとに浮き出

し高さを変化させた方法（タイプ 2）, 要素ごとの浮き出

し高さを変えるとともに, 要素の特性に合わせ曲面化を

施した方法（タイプ 3）の 3通りとした（図 1）. また, これ

らの触知ピクトグラムを 4～8つ設置した 4種類の触知

案内図（サイズは一辺 116～227mm）を熱溶解積層方

式3Dプリンター（Snapmaker 2.0）を用いて作成した（図

2）. 

２－２．内容と手順 

被験者は 21 歳～34 歳までの視覚や手指に障害を

持たない成人の男性 9 名, 女性 1 名の計 10 名とした. 

中途視覚障害者を想定し，被験者にはアイマスクを着

用させた．触察は，利き手の人差し指のみで行わせた.  

実験は学習実験と識別実験の 2 段階に分けて行っ

た. 学習実験ではピクトグラム 10種類×立体化法 3通

りの計 30 個の触知ピクトグラムを 1 つずつランダムに

被験者に呈示して学習させた. 呈示時に, 触知ピクトグ

ラムの名称とデザインの特徴を説明してから学習させ, 

学習終了時に被験者に合図をさせた. 学習後, それぞ

れの触知ピクトグラムの「理解のしやすさ」を 1（理解し

にくい）から 5（理解しやすい）の 5 段階で評価させた. 

また, 学習開始から終了の合図を出すまでの時間を

「学習時間」として計測した.  

識別実験では触知案内図 4 種類×立体化法 3 通り

の計 12 個をランダムな順番で被験者に呈示して触察

させた. 被験者は触知案内図の現在地からスタートし，

経路を探索し，触知ピクトグラムを発見した際には, そ

の触知ピクトグラムの名称と「わかりやすさ」を回答させ

た. わかりやすさは 1（わかりにくい）から 5（わかりやす

い）の 5 段階で評価させた. また, 触知案内図上の触

知ピクトグラムを触り始めてから回答するまでの時間を

「識別時間」として計測した. そして被験者が触知案内

図上にある全ての触知ピクトグラムについて回答した

際に触察終了の合図をさせた. 以上の動作を全ての

触知案内図に対して行った. 

(a) タイプ１   (b) タイプ 2   （c）タイプ 3 

図 1. 触知ピクトグラムの立体化法 

 

図 2. 触知案内図の一例 

３．結果と考察 

学習実験の結果を図 3 に示す．触知ピクトグラムの
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理解のしやすさ（同図(a)）は，タイプ 1，タイプ 2，タイプ
3 の順に大きくなり，タイプ 1 とタイプ 2及びタイプ 3 の

間に有意差が認められた．一方，学習時間（同図(b)）
はタイプ 1，タイプ 2，タイプ 3 の順に短くなり，タイプ 1
とタイプ 3 の間に有意差が認められた．同一の触知ピ

クトグラムであっても要素間に高さの差（タイプ 2）や要

素の特性に合わせ曲面化（タイプ3）を施こすことで，ピ

クトグラムの特徴を捉えやすくなり，理解のしやすさが

向上し，学習時間が短縮化されると予想される． 

 
(a) 理解のしやすさ 

 
(b) 学習時間 

図 3. 学習実験の結果 
 

識別実験の結果を図 4 に示す．触知案内図のわか

りやすさ（同図(a)）はタイプ 1，タイプ 2，タイプ 3 の順に

高い値を示し，タイプ 1 とタイプ 2及びタイプ 3 の間に

有意差が認められた．一方，識別時間（同図(b)）は，タ

イプ 1，タイプ 2，タイプ 3 の順 に短くなり，タイプ 1 と

タイプ 2 及びタイプ 3 の間に有意差が認められた．学

習実験同様に要素間に高さの差（タイプ 2）や要素の

特性に合わせ曲面化（タイプ 3）を施こすことで，触知

案内図上でのピクトグラムの識別を容易にし, メンタル

マップの形成と触知案内図の理解度向上を手助けす

る側面があることが示唆された. なお，各立体化法にお

ける正解率の平均値は，タイプ 1 で 95.6%，タイプ 2 で

99.6%，タイプ 3 で 99.6%であり，統計的な有意差は認

められなかった． 

 
(a) わかりやすさ 

 
‘(b) 識別時間 

図 4. 識別実験の結果 

４．結論 

本研究では，触知ピクトグラムの立体化法が, 触知

案内図の理解度に及ぼす影響を明らかにすることを目

的として触察実験を行った. 結果, 触知ピクトグラムの

要素間に高さの差（タイプ 2）や要素の特性に合わせ

曲面化（タイプ 3）を施こすことで理解度が向上する可

能性が示唆された． 

参考文献 

1) 吹田 裕介，白井 礼，水野 統太，板倉 直明，水戸 
和幸, 視覚障害者の移動支援のための触知ピクト

グラムの識別容易性の評価, 日本福祉工学会誌 
22(1), pp.16-23, 2020. 
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搬送用背負梯子の社会実装から考える働態デザイン試論 

 

○河原雅典 1) 

1)富山大学芸術文化学部 

 

1．はじめに 

著者は，災害時を想定した搬送用背負梯子の研究

開発を継続し，人類働態学会で報告してきた．人を背

負って搬送するとき，困難なのは背負う動作と降ろす

動作である．開発した背負梯子は，被搬送者を背負う，

降ろす動作を容易にする機能を持っており，休憩，搬

送者交代も可能にした（図 1）．この背負梯子を用いれ

ば，より多くの人が搬送に参加できるようになる． 

社会実装に向けた課題は，①多くの人にとって搬送

が可能であること，②入手しやすいこと，③平時に維

持管理しやすいことが挙げられる．  

本研究では，③への対応策を報告し，そこから見えて

きた働態デザインについて考察する．  

2．『もしも』のための道具 

図１に示す機能をもつ搬送用背負梯子は，十分な

強度をもちながら軽量であることが求められる．その

要求を満たすものを産学連携による共同研究で開発

した(ショイリア™)．これは，軽量化と身体負担軽減を

実現した高性能搬送具であり，「もしも」のときの搬送

性能は高い．しかし，今のところ誰もが入手できるもの

ではなく，また平時にはその大きさのため収納が困難

である．高性能であるが，平時には利用機会が少なく，

刺股と同様に収納されたままになりやすい．  

 

3．『つくる』の導入 

「もしも」のための用途を満たす高性能な道具ができ

ても誰もが入手できないと防災には役に立たない．そ

のため，高性能な道具の開発と並行して，自作キット

化を進めてきた．ネットで購入できる部品だけで構成さ

れており，組立手引書を見ながら，ネジを締めるだけ

で組み立てられる．ただしショイリアと比べると，接合部

品が多く，重い．その欠点はあるものの，入手しやすく

なるだけでなく，自作するという行為は，道具の構造や

使用方法への理解を深め，防災への主体的関与を生

み出す． 

 

 

図 1 開発した搬送用背負梯子での背負動作 

 

 

図 2 産学連携で開発した「ショイリア™」 

 

 

図 3 自作式背負梯子の組み立ての様子 

 

4．『いつも』の導入 

ここで「もしも」の道具の例として，防犯用具の刺股を

挙げる．刺股は，日常生活では利用機会が乏しく，邪

魔者扱いされ，「もしも」のときの初動が遅れるような

場所に収納されがちである （図4）．さらにその場所が

周知されていないか，忘れられていることが多い． 
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搬送用背負梯子も刺股と同じような存在である．「もし

も」以外では利用機会が乏しい．しかも刺股以上に邪

魔になる大きさであるため特別な収納場所を要し，維

持管理しづらい．これが社会実装が進まない理由とな

る．そこで，本研究では，課題③に対して，搬送用背

負梯子の維持管理，収納問題を解決するため，日常

生活に役立つ立ちテーブルの機能を与えた（図 5）．

立ちテーブルとするために，搬送用背負梯子の脚部

が取り外せること，その後自立すること，取り外した脚

部を用いて二つの背負梯子を連結できること，の条件

を満たすような形状に設計した．立ちテーブルは，人

が集まりやすい場所となる．日常的な利用機会が多く，

生活空間に受け入れられる．  

「いつも」は立ちテーブルであるものが，「もしも」のと

きには搬送用背負梯子に早変わりする（図 6）．立ちテ

ーブルから搬送用背負梯子への組み替え作業は，慣

れると 1 分以内でできる（図 6）． 

5．考察 

 高性能な道具を供給するだけでは，人々の主体的

関与は十分に引き出せない．自ら組み立てることによ

って道具への理解が深まり，道具との関係がつくられ，

平時から利用することによって道具との関係が維持さ

れる．本研究で導入した「つくる」と「いつも」は，利用

者による主体的関与を引き出す試みと位置づけられる． 

著者は，このような，性能向上のみを目指すのではな

く，人々が道具との関係づくりに主体的に関与すること

を促進する設計思想を働態デザイン（Ergological 

Design）と呼びたいと考えている．本稿では搬送用背

負梯子を事例として論じたが，今後は背板や歩行車な

ど，人々の主体的関与が重要な役割を果たす研究事

例と合わせて働態デザインについて考察を深めたい． 

  

参考文献 

河原雅典，中林美奈子(2024)避難行動のための搬送

用背負梯子の開発．第 59 回人類働態学会全国大会

抄録集, 5-6. 
河原雅典，織部芙実香(2025)避難行動のための搬送
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図 4 刺股（左：刺股全体図，中・右：収納の様子） 

 

 

図 5 立ちテーブルの写真 

 

 

図 6 立ちテーブルから搬送用背負梯子へ変形 
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人類史からみた縄文時代の衣服―植物をまとうことから布へ― 

○松村秋芳 1) 2)、下田敦子 1)、岡田守彦 3) 

1) 大妻女子大学人間生活文化研究所  2) 健康教育学研究所応用生物人類学部門、 

3) 筑波大学 

 

１． はじめに 

衣服は身体を保護し、気温や降水などの環境条

件に適応するための基本的な人類の技術である。

同時に、利用可能な動植物資源と加工技術を反映

する生活文化の一つでもある。人類史では、獣

皮・毛皮の利用とその加工・縫製に加え、植物繊

維による紐や編組製品、布の製作など、多様な身

体被覆技術が発達してきた。縄文時代についても、

遺跡から出土する植物繊維、縄、編組製品などを

もとに衣服の素材や製作技術について詳細な研究

が行われている 1）。 

しかし、植物を利用した身体被覆には、繊維や

布に加工する以外の方法もあったのではないだろ

うか。大型の葉、葉鞘、樹皮などは、繊維や布に

加工しなくても、身体に巻く、腰から垂らす、紐

で固定することによって身体を覆うことができる。

こうした利用形態については、先史時代の直接的

な証拠が乏しく、実態は明らかでない。本研究で

は、低加工の植物素材を直接「まとう」という可

能性に注目し、縄文時代の身体被覆を人類史的な

植物利用と環境適応の視点から再検討することを

目的とした。 

２．方法 

縄文時代の植物質遺物、樹皮、縄、編組製品お

よびそれらの素材に関する考古学的報告を調査す

るとともに、植物を身体被覆や住居材料として直

接利用する狩猟採集民の民族誌資料を比較した。

植物性身体被覆に関わる技術を、①葉・葉鞘・樹

皮などを低加工の状態で直接利用する、②植物体

を裂く、束ねる、結ぶなどして利用する、③繊維

を抽出し、紐・糸・編組製品として利用する、と

いう加工度の異なる形態に整理した。これらは単

線的な発達段階ではなく、地域、気候、季節、用

途に応じて併存し得る技術として扱った。さら

に、日本列島への現生人類の移動に関する分子人

類学的研究も参照した。 

 

３．結果 

東南アジアには、大型の植物を低加工の状態で

生活資材として利用する事例が認められる。タイ 

北部に居住し、近年まで狩猟採集生活を営んでき

たムラブリでは、バナナの葉を用いた簡易住居が

知られ、大型のバナナの葉を直接用いて下半身を

褌状に覆う例も記録されている 2),3)。また、アン

ダマン諸島などにも、葉や植物性素材を腰部から

垂らして身体を覆う民族誌的記録がある。これら

の事例は、植物から繊維を取り出して糸や布を製

作するような高度な加工を経なくても、植物によ

る身体被覆が成立し得ることを示している。 

縄文時代の考古資料に目を向けると、縄文遺跡

からは、縄、編組製品などとともに、それらの製

作に用いられた植物素材も確認されている。下宅

部遺跡では編組製品に加えて素材束についても植

物種や利用部位が検討されており 4)、縄文人が植

物を選択し、裂く、束ねる、結ぶ、編むなど多様

な加工を行っていたことが示されている。 

しかし、縄文人やそれ以前の旧石器時代人が、

葉や面状に剥離した樹皮を身体被覆として直接利

用したことを示す確実な考古学的証拠は、現時点

では確認されていない。葉や樹皮などは腐朽しや

すく、短期間の使用で廃棄された場合には残存し

にくい。また、単に巻く、垂らす、結びつけるだ

けであれば特徴的な製作道具を必要としないた

め、このような身体被覆は考古学的に検出されに

くかった可能性がある。 

 

４．考察 
現生人類は約 3万 8千年前までに日本列島に到

達したと考えられている。古代ゲノム研究から

は、縄文人につながる系統が東ユーラシア集団の

中で早期に分岐し、その形成過程を東・東南アジ

アにおける初期人類の移動と関連づけて検討する

必要性が示されている 5)。 

日本列島ではその後、最終氷期最盛期を含む大

きな気候変動が生じた。したがって、一つの集団

が常に一種類の衣服を使用していたと考えるよ

り、毛皮・獣皮を加工・縫製する、樹皮をまと
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う、葉を腰から垂らす、植物を裂き束ねる、植物

繊維を編むなど、複数の身体被覆技術を気候、緯

度、季節、用途に応じて使い分けていた可能性を

検討する必要がある。 

さらに、南方から日本列島へ移動した人類集団

が、大型植物を低加工の状態で生活に利用する技

術を有していたと仮定すれば、北上と環境変化に

伴い、利用可能な植物へ素材が置換された可能性

も検討課題となる。熱帯・亜熱帯地域におけるバ

ナナなどの大型葉に対して、日本列島では大型の

葉や、より広い面積を得ることのできる樹皮が同

様の機能を担った可能性が考えられる。ただし、

古代ゲノムが示す人口移動は特定の文化や技術の

伝播を直接証明するものではなく、この類似が文

化的継承によるものか、それぞれの環境で独立に

成立した収斂なのかを区別して検討する必要があ

る。 

また、日本列島北部の伝承にも、大型植物の直

接利用を想起させる事例がある。坪井正五郎は、

コロボックルを「蕗の下の人」の意とし、蕗の葉

で住居の屋根を覆った人々であったとの伝承を記

録している 6)。坪井の石器時代人＝コロボックル

説自体はその後支持されなくなったが、この伝承

は大型の葉を低加工の状態で生活資材として利用

するという観点から改めて検討する余地がある。 

一方、ムラブリではバナナの葉を屋根として用

いた簡素な住居が民族誌的に記録されており、大

澤らは大型のバナナ葉を直接身体被覆に用いる例

も記録している。大型の葉をほとんど加工せず住

居や身体の被覆に利用するという両者の類似は興

味深いが、文化的継承を示すものなのか、それぞ

れの環境において独立に成立した収斂なのかにつ

いては、さらに検討する必要がある。  

縄文時代の植物性身体被覆を検討するために

は、完成した布や編組製品だけでなく、用途不明

の樹皮片、植物束、剥離・割裂された植物素材な

どにも注目する必要がある。「植物を布にする」

という従来の視点に「植物をまとう」という視点

を加えることによって、縄文時代の衣服を、人類

の環境適応と植物利用の歴史の中に位置づけ直す

ことができると考えられる。 
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量子跳躍を手掛かりとした二者対話モデルの構築 

  −エネルギー準位の一致率による対話安定性および収束性評価− 

○髙橋雄三 

広島市立大学大学院情報科学研究科 

 

１．はじめに 

ヒトの集団としての行動を少数のパラメータで評価・

記述することは難しい．一つは構成員の特性が異なれ

ば，その集団の行動特性は変化する．また，構成員一

人１人の認知・判断も必ずしも個人内で安定しておら

ず，他の構成員との間の関係性や相性，時と場合など

多くの要因によって大きく変化する． 

AI が急速に進化してきた現在において，人間が AI
を上回ることができる能力の一つに集団的知性がある．

単に情報（知恵，経験など）が加算的に増えるというメリ

ットだけでなく，セレンディピティの誘発や知恵・経験の

相乗効果が期待できる． 

現在までに著者は 2 人の参加者が接触することなく

コンピュータ上の課題をこなした時のパフォーマンスの

低下について実験的に検討してきた 1）2）3）．いずれの

実験においても，実験に際し，相手との接触は禁止し，

相手の評判情報や音声による会話を制限した．2 人が

共有できるのは課題遂行の時間と課題のみとした．実

験の結果，課題の共有によって実験時間の進行に従

って戦略の共有や役割分担の確立，ゴールの共有な

どが可能であることがわかった．しかし，高パフォーマ

ンスを発揮したチームの構成員であっても，相手が変

われば，そのパフォーマンスは変化し，また，同じメン

バーであっても異なる課題だとパフォーマンスが低下

する状況を見出した． 

そこで，チームや組織を構成する前に，その構成員

を決める明確な指標が存在しないことを考慮し，集め

られた構成員で少しでも高いパフォーマンスを生み出

すためには，チームで作業を行っている最中のチーム

の状態を数値化・視覚化し，パフォーマンスの低下の

兆候を捉えた時に，素早くチームへの支援を行うこと

が有効な施策であるという結論に至った． 

 しかし，前述の通り，集団に参加する人が膨大な数

に及ぶため，実験によって評価パラメータや支援策を

検討するのは困難である．さらに，集団での対話を観

察する人間が必要となるのは本末転倒であり，AI によ

って状態を推定できる仕組みが必要である．   

 本研究では，量子認知の観点から集団の状態遷移

をモデル化する．さらに，二者対話モデルを構築し，

対話の安定性および収束性の評価可能性についてシ

ミュレーションにより検討する．加えて，同一エネルギ

ー準位に滞在する時間割合が高いほど，対話は安定

かつ収束的になると仮定した． 

２．方法 

２－１．量子跳躍を手掛かりとした状態遷移モデル 

自然界の現象をモデルとして人間行動を模倣する

手段としてニューラルネットワークを用いた深層学習が

挙げられる．しかし，ニューラルネットワークは個を対象

としたモデルであり，認知特性だけでなく行動特性の

異なる構成員による集団をモデル化するのは難しい．

原子核
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(a) 原子モデ (b)エネルギー状態の変化（励起状態から基底

図 1 量子跳躍と対話モデルの関係 



 

 50 

そこで本研究では近年，注目を集めつつある量子認

知（Quantum Cognition）で用いられる量子確率論の枠

組みを参考に，原子の量子跳躍現象を対話過程のモ

デルとして利用した．具体的には図 1 の(a)のような単

純な原子モデルを用い，あるタイミングで構成員に光

子が与えられて原子のエネルギーが励起状態になり，

ある時間でそれが基底状態に戻るときの量子跳躍（自

然数 nのエネルギー準位でのみ光子を放出し，エネル

ギーを減衰させる）現象に着目し，エネルギー準位が

下がるタイミングと時間が対話の安定性や対話の収束

にどのような関連を見いだせるか，シミュレーション技

法を用いて検討した．さらに本研究では，二者が同一

エネルギー準位に存在した時間を全対話時間で除し

た値をエネルギー準位一致率と定義した． 

３．結果 

実験では各モデル話者の基底状態がゼロになった

と判断する閾値を組み合わせて 10 通りのシミュレーシ

ョンを行った．10回のシミュレーションの内，6回は特定

の話者が一方的に話す状況となったため，対話成立

条件を満たした 4条件のみを分析対象とした．また，シ

ミュレーションでは環境より同時に放出される光子が 2
人の話者の励起状態に移った後，量子跳躍を繰り返

して基底状態に遷移していく際，同じエネルギー準位

に留まっている時間内に放出される光子の数を用いた． 
図 2 には 1回の会話における 2人の光子の放出数

をエネルギー準位毎に平均値を求めたものである．図

2 より，エネルギー準位が 0.7 の時を除き，放出光子数

は 150 から 200 の間で安定していた． 
図3にはエネルギー準位と放出光子数の積を求め，

エネルギー準位の高さが会話の前半と後半で異なる

かを検討した．図 3 より，エネルギー準位が高いほど，

放出光子数は多くなる傾向が観察された． 

４．まとめ 

本研究では量子確率論における量子跳躍に着目し，

電子のエネルギー準位が決められた順番で低下して

いく現象を意思決定場面におけるパフォーマンスとの

間の関係を二者の対話モデルを構築して検討した． 
各エネルギー準位の高低は発話における内容の重

要度と仮定すると，1 会話あたりの特定のエネルギー

準位に留まった時の放出光子数が一定の範囲に収ま

るか否かは会話内容の共通性（対話の一致率）を示す

と考えられる．また，エネルギー準位が高いときに放出

される光子数はエネルギー準位が高いほど大きくなる

ことから，エネルギー準位と放出光子数の積は対話の

安定度を表す指標となる可能性が示唆された． 
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図 3 エネルギー準位と放出光子数の


